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はじめに 
 
平成18年12月の教育基本法改正を受け、平成20年６月には社会教育法、図書館法、博物
館法の社会教育関連３法の改正が行われ、これにより、新しい時代に対応した社会教育行
政の体制整備が図られました。 
また、国は、平成20年７月に改正教育基本法第17条に規定する「教育振興基本計画」を
策定し、今後10年間を通じて目指すべき教育の姿と、今後５年間に総合的かつ計画的に取
り組むべき施策を示しました。 
地方公共団体における教育振興基本計画の策定は、改正教育基本法では努力義務として
規定されていますが、すでに策定した地方公共団体もあり、今後、多くの地方公共団体に
おいて教育振興基本計画の策定に取り組むことが予想されます。 
一方、近年の行政評価への取組の推進に伴う行政計画と事務事業の到達度や効果の測定
方法の進展は、評価を前提にした社会教育計画の策定や施策・事務事業の展開、社会教育
施設の運営を求めています。 
社会教育の施策や事務事業の成果はすぐには見えにくいことが多く、また、評価の視点
や手法が未成熟だったために、これまで社会教育行政では積極的には評価に取り組んでこ
なかった面があります。 
これからの社会教育行政には、社会教育への期待の高まりを具体的な施策や事務事業と
して積極的に展開するとともに、その成果を適切に評価し、その結果を各方面に示してい
くことが必要となってきています。 
このような状況の下、国立教育政策研究所社会教育実践研究センターでは、昨年度から
「地方公共団体における社会教育計画等の策定及び評価に関する調査研究」に取り組み、
昨年度は、都道府県・政令指定都市における計画・評価の策定状況の把握と、これからの
社会教育計画の評価指標策定の考え方・方向性を研究いたしました。 
今年度は、昨年度の研究成果をもとに、施策の具体的な評価指標の開発と社会教育計画
体系モデルの開発に取り組みました。限られた時間内の研究で、社会教育の施策全般に渡
る評価指標の開発に及ばず、家庭教育支援施策のみの検討を行いましたが、「評価を前提に
した社会教育計画の策定」のプロセスや手順、事務事業の評価の項目と指標について、研
究・開発を行い、本報告書にまとめることができました。 
本調査研究報告書が、地方公共団体における社会教育計画の立案及び評価の際の参考と
なり、社会教育の一層の水準向上の一助となれば幸いです。 
おわりに、本調査研究の実施に当たり、熱心にご指導いただきました山本恒夫委員長を
はじめ委員各位に感謝申し上げます。 
 
平成21年４月 
国立教育政策研究所              
社会教育実践研究センター長 馬場 祐次朗  
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第１章 調査研究の概要 
１ 調査研究の目的 
教育基本法が改正され、教育振興基本計画を定める規定が盛り込まれたことにより、
今後、地方公共団体において、教育の振興施策に関する基本的計画を定めるに当たり、
社会教育計画等の改訂及び的確な評価が課題となる。 
そのため、地方公共団体における現在の社会教育計画等の事例の分析を踏まえ、新た
な社会教育振興に関する計画の企画・立案の視点や策定方法、体系・内容、執行目標及
び成果指標、評価方法等の開発を行う。 
２ 調査研究事項 
（１）社会教育計画における評価の在り方について 
（２）社会教育計画等の評価指標モデルの開発について 
３ 調査研究組織 
学識経験者、社会教育行政関係者により構成する「地方公共団体における社会教育計
画等の策定及び評価に関する調査研究委員会」を設置し、調査研究を行った。調査研究
委員は、次のとおりである。 
○今野 雅裕  政策研究大学院大学副学長・教授 
坂野 達郎  東京工業大学大学院准教授 
坂本  馨  茨城県教育庁生涯学習課社会教育主事 
澤野 由紀子 聖心女子大学教授 
萩屋  勇  千葉市教育委員会生涯学習部生涯学習振興課副主査・社会教育主事  
原  義彦  秋田大学准教授 
◎山本 恒夫  八洲学園大学長・筑波大学名誉教授 
吉田 民雄  東海大学教授 
（以上五十音順、◎：委員長、○：ワーキンググループ主査） 
馬場祐次朗  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター長 
上田 裕司  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター社会教育調査官 
稲葉  隆  国立教育政策研究所社会教育実践研究センター専門調査員 
 （委員の所属等は平成21年３月現在） 
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第２章 行政における計画を評価する視点 
第１節 計画の目的と評価 
１ 計画の目的と行政活動 
計画とは、予算や人員など有限な行政資源を所与の条件として、将来の政策目的達成
のために最も望ましいと考えられる手段と方法を体系的に定めた相互関連性の高い一群
の行政活動の方針・方策・構想であり、行政の達成すべき政策目的の総合的、効率的な
実現をその基本的な目的としている。 
計画は、行政の解決すべき政策課題を政策目的へと変換し、その達成手段を体系化し
て総合的、効率的な実現を図る行政活動のシナリオとしての役割を果たす。だが、行政
の達成すべき政策目的とは、社会教育などの特定分野に限定しても相互に関連する多く
の政策課題とそれらに取り組む多くの行政活動を必要とし、また国・都道府県・市区町
村というレベルの異なる公共空間の間でそれぞれの行政が適切に役割を分担し、相互に
関連しながら取り組まなければならない政策課題が多い。計画とは、このような政策課
題の多様性や相互関連性を体系的に整理し、有限な行政資源を適切に配分し、関連する
主体間及び事業間を調整し、総合的、効率的な政策目的の実現を図ろうとする政策手法
である。 
計画は、①達成すべき「政策目的」（goal）、②政策目的を達成する手段としての「政
策」(policy)、③政策の目標を達成する手段としての「施策」(program)、④施策の目標
を達成する手段としての「事務事業」(project)という４つの政策の構成要素で形づくら
れる。「政策」は「政策目的」実現の手段であるが、「施策」にとっては達成すべき目的
であり、「施策」は「政策」実現の手段であるが、「事務事業」にとっては達成すべき目
的であり、「事務事業」は「施策」実現の手段である。計画は目的・手段の体系からなる
政策体系図で構成される。社会教育計画の構成要素で考えると、「自立した学習者・市民
の育成」が「政策目的」であるとすれば、その目的達成のためには①「学習環境の整備」、
②「多様な学習機会の提供」、③「学習成果を活かした社会参加の促進」などの「政策」
が必要とされ、これらの内の「学習環境の整備」という「政策」を実現するためには①
「学習意欲の醸成」、②「学習支援体制の充実」、③「社会教育関係施設の整備」などの
「施策」が必要とされ、これらの内の「学習意欲の醸成」という「施策」を実現するた
めには①「学びピア」の実施、②「学習発表会の開催」、③「学習情報ネットワークの整
備」、④「学習相談」などの「事務事業」の推進が必要とされる。 
計画は、他の分野の政策目的もあわせて考えれば、政策―施策―事務事業の膨大なツ
リー（樹木図）で構成されている。政策目的の達成に向けて行政活動を舵取りする計画
は、政策目的―政策―施策―事務事業の４つの政策の構成要素で形づくられる階層構造
で構成されており、これらの４つの構成要素で政策目的の達成の手段と方法を次第に具
体化、体系化したものである。市民生活を維持・向上する上で必要とされる政策課題の
解決を図る行政は、このような計画の政策体系に沿った行政活動の展開により、行政の
達成すべき政策目的を総合的、効率的に実現することを要請されている。 
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２ 行政における評価の位置付け 
行政は、こうした計画の政策体系に基づいて政策を実施し、公共サービスの提供や規
制を実施している。だが、それらの政策の実施にいくら予算や人員など資源が投入され
たとしても、結果として市民生活に期待された成果を生み出していなければ意味がない。
政策の実施結果についてその成果を分析・検証する評価の作業が欠かせない。行政にお
ける評価とは、なんらかの評価基準に照らして政策やそれに伴う行政活動を評価し、政
策や業績の改善に資する情報を産出する活動であり、政策の成果を分析・検証する評価
手法を必要とする。 
わが国では、そうした評価手法として業績測定（performance measurement）が主流
である。業績測定とは、政策全体を政策―施策―事務事業の目的・手段の体系に編成し、
それぞれの達成すべき目標を明確な成果目標と成果指標で設定し、その達成された成果
を定期的、事後的に測定・評価する手法である。計画の政策体系は、政策目的を達成す
る政策及びその成果目標、それらの目標を達成するための手段としての施策群及びその
成果目標、さらにそれらの施策の目標を達成するための事務事業群及びその成果目標の
体系化した束からなる政策体系図で構成される。 
そして、政策―施策―事務事業の政策体系の成果目標に合わせて、政策から産出され
たサービス量や事業量を表示する「アウトプット指標」や政策の社会的効果を表示する
「アウトカム指標」、あるいは政策に投入される予算・人員・時間を表示する「インプッ
ト指標」により評価指標を体系化し、何を実現する施策や事務事業なのか、それらの目
標の明確化とその目標達成度を測定する政策―施策―事務事業の目的・手段の関係で序
列化した樹木構造の評価指標の設定が必要とされる。計画の評価は、計画の政策体系を
構成する施策や事務事業を目的・手段の関係で整理した政策体系図とそれぞれの成果目
標に応じて設定された評価指標を評価体系として必要とする。 
計画の政策体系は、こうした評価体系を前提として経済性、効率性、有効性、あるい
は市民満足度などの評価基準で評価され、PDS あるいは PDCA のマネジメント・サイ
クルを通じてその成果を確保する一方、政策の質や行政活動の合理性を高める役割を果
たす。行政における評価とは、①Plan 段階―計画策定、成果目標及び成果指標の設定、
達成すべき成果に応じた予算・人員など資源配分、②Do 段階―成果重視の事業実施、事
業実施の調整・促進、③See 段階―成果測定と実施結果の検証・原因分析、政策の拡充・
修正・縮小・廃止や評価結果の年次成果レポートによる公表、さらに次の Plan 段階へ
の評価結果のフィードバックという、政策のマネジメント・サイクルを回すことにより、
政策や行政活動の改善を図るとともに、市民に対して説明責任を果たす「成果重視の行
政」の確立を目的としている。 
都道府県・市区町村の行政は、政策目標の達成に充当できる利用可能な行政資源を明
確にし、政策・施策・事務事業の目標を可能な限り具体的成果を示す数値目標・指標で
設定し、毎年度その進捗状況や成果を測定・評価・公表し、重点的な政策推進と政策の
質の向上を図る一方、市民に対する説明責任を果たし、行政に対する市民の信頼の向上
に努める成果指向の計画策定及び評価方式の構築を要請されているのである。 
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３ 政策の多目的性と評価 
だが、政策とは多様な目的から構成されており、一つの視点や尺度で単純化して評価
することは決して簡単なことではない。行政における評価は、政策とそれに伴う行政活
動のあらゆる側面をすべて完璧に評価することのできる魔法の杖ではない。行政活動に
は、民間企業のような市場を通じた便利なフィードバック指標である「利潤」という利
益指標は存在しない。 
行政の施策や事業には同時に達成されるべき多数の目的が存在するのであり、一定の
成果目標・指標の設定とは行政の達成すべき価値の中から一定の目的を選別し、それを
測定可能な目標にまで単純化したものである。行政における評価で設定される成果目
標・指標は、政策の背後にある行政の達成すべき多くの目的を考慮外のものとして成り
立っており、あくまでも施策や事業の特定の側面を評価するにすぎない。行政の施策や
事業をすべて一定の成果目標・指標によって評価することはできない。測定可能な成果
目標・指標の設定は、行政の施策や事業が同時に達成すべき目標を背後に隠してしまう
ことになる。 
社会教育計画における「家庭の教育力向上の支援」という政策で考えると、その政策
の背後には、そうした社会教育サービスの提供は、両親にとって家庭教育のための学習
機会を保障することを目的にした社会教育政策という側面だけでなく、両親や子供の地
域活動への参加によるコミュニティの形成を目的にしたコミュニティ政策、子育て施策
の充実による少子化対策を目的とした少子化政策、高齢者と子供の交流による高齢化対
策を目的とした高齢化政策、あるいは地域の教育水準の向上や人材育成の充実などによ
る雇用の創出と地域活性化を目的とした地域経済政策など、多様な政策目的が考えられ
る。政策とは常に多様な目的を内在させているのである。 
政策立案にあたっては、まず政策の実現すべき政策目的の内容を明らかにし、それら
複数の目的間の相互関連性や重みを把握・分析し、どの政策目的の優先順位が第１位で、
何が副次的な政策目的となるかなどを、できれば目標値まで示した政策目標により明確
に設定することが求められる。どの程度まである目標を犠牲にし、どの程度まで他の目
標を実現すべきかなどの目標間の調整が必要となる。また、達成すべき政策の目的とそ
れを実現するための手段は一見自明のことのようであるが、多目的・多手段の関係にあ
り、それぞれの相互の因果関係や将来の目標実現との乖離の可能性を分析・予測し、「鍵
となる優先実施事項」を明確にして政策目標、施策目標、事務事業目標を設定する必要
がある。政策により実現されるべき将来の状態とは何かという政策目的を明確化し、実
施する事業の順位づけを徹底することが重要である。政策目的を最大限に達成するため
にはどのような戦略が最善であるのか、それらの短期的・長期的な費用・便益を比較評
価した代替案の立案・評価・選択も視野に入れた政策設計が求められる。 
４ 今求められている評価のあり方 
行政における評価は、決して政策とそれに伴う行政活動の完全な分析評価を行うこと
ではなく、分析評価の精度の高度化を求めて自己目的化しても意味がない。行政におけ
る評価は、実施する施策や事業をより合理的なものにする上で有用な政策情報を得るこ
とにあり、決して意思決定を自動化するものではない。そうした評価の役割の認識のも
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とで、次のような点を考慮した評価が求められる。 
第１は、政策目標達成で提示される仮説を成果目標・指標の設定、それらを実現する
施策等に翻訳する政策分析作業の重要性である。①誰が（主体）、②何を対象にして（対
象）、③現状のどのような状態を（課題）、④どのような内容の方策により（事業内容）、
⑤どのようなことを重視して実施し（事業優先度）、⑥それをどういう状態にすることを
目標とするのか（意図）、⑦その結果としてどのような成果を実現しようとするのか（結
果）という、政策目標達成のための仮設を具体化する事前の政策分析に力を入れるとと
もに、そうした仮説の事後の検証に心がけ、マネジメント・サイクルを有効に機能させ
ることにより政策の質の向上を図ることが求められる。 
第２は、目標達成度を測定する有効性の評価だけでなく、多角的な評価の実施である。
計画の評価の多くは、政策の目標がどの程度達成されているのかという有効性を定期的
に測定・評価する仕組みである。だが、有効性の評価や市民満足度による評価は行政資
源の有限性を考慮に入れておらず、ある成果がどの程度の資源の投入した結果であるの
かという費用対効果の問題を考慮外としている。現実の政策に関する意思決定は複雑で
困難な判断を迫られるのであり、目標達成度の低い政策の原因分析をはじめ、効率性、
経済性、妥当性、必要性、優先性などの評価基準による評価により、政策立案や業績改
善に役立つ多様な分析評価情報を確保することが求められる。 
第３は、柔軟で持続的な改善の取り組みである。政策の成果はアウトプット指標やア
ウトカム指標で測定されることが望まれるが、それらの指標設定はなかなか難しい作業
でもある。とりわけアウトカム指標の設定は行政活動以外の外部環境の影響も大きく困
難な作業であり、アウトプット指標を中心としてインプット指標や市民満足度を代理指
標として活用するなどを併せて考慮する必要がある。また、すべての施策や事業にアウ
トプット指標やアウトカム指標を設定するのではなく、成果確認の有効な施策や事業か
ら導入するなど、柔軟で持続的な改善を積み重ねることが政策の質や行政活動の合理性
を高める上で求められる。 
第４は、市民参加の推進である。評価の信頼性や正統性の確保のためには、サービス
利用者であり、納税者でもある市民の参加が欠かせない。多様な目的で構成される施策
や事業の成果を一定の評価指標で測定しようとする成果指標の設定作業は、どうしても
指標設定者の主観で目標が解釈されがちであり、指標設定者の恣意性や操作性の問題を
引き起こす。このことは、成果目標の目標値水準の設定でも同様である。評価基準・評
価指標・評価目標の選択・決定など評価プロセスの各段階での市民参加が求められる。
評価結果に対する市民の信頼と納得を得ることが評価を有効に機能させる基本要件であ
り、政策立案の事前評価から政策実施の中間評価、政策実施後の事後評価まで政策過程
を透明化する一貫した市民参加が必要とされる。行政における評価の生命線の一つは、
評価がどこまで客観的で透明で市民に信頼されるものかにあり、市民にわかりやすい形
で評価制度の概要、データー収集方法、評価体制、評価結果などを公開することが併せ
て求められる。（参考文献：吉田民雄『都市行政学Ⅰ 都市・市民・制度』『都市行政学Ⅱ 
政府・政策・政府体系』中央経済社） 
（吉田民雄） 
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第２節 計画を評価する視点とその手法 
 
１ ニューパブリック・マネジメントと成果評価 
計画、予算、組織、人事はいずれも組織をコントロールするための手段である。計画
は、これら諸コントロ－ル手段の中でも、特に目的手段合理性を貫徹することを強く意
識して考案された手法である。目的手段合理性とは、目的達成に最上位の価値を置き、
手段の価値を目的との関係においてのみ問う考え方のことである。目的手段合理性の下
では、組織や予算ありきで仕事を始めるのではなく、目的達成のために組織や予算を状
況に応じて柔軟に変えることが求められる。 
目的手段合理性を徹底することは、一見すると当たり前のことのようだが、実は組織
のありようを根底から変革する契機となる。近年の改革の中から例をあげれば、官とい
うだけでは公共サービスの独占的提供主体としての地位は保障されなくなってきている。
そのことは、市場化テストや PFI といった新手法に象徴的に体現されている通りである。
このような改革の背景には、官民の差を問わずに、目的達成の有効性や効率性の観点か
ら組織の優劣を比較し、より優れている方を選択するという目的手段合理性の考え方が
ある。目的手段合理性は、行政の近代化が始まってからこのかた影響を及ぼし続けてお
り、その理念は近年の行政改革においてより徹底してきている。 
日本に計画行政という考え方が導入されるのは、概ね1950年代後半からである。それ
までの組織管理論では、計画、組織、予算、人事について個別に論じられることはあっ
たが、計画が諸経営機能の中で最上位におかれることはなかった。これに対して、1950
年代後半からは、次第に目的達成のもとに予算や組織といった組織コントロールの諸手
段を従わせる理念が明確になってくる。しかしこの計画の理念は、行政組織のありよう
を根本的に変えるまでには至らなかった。計画担当部門は、多くの場合、予算、組織、
人事を担当する部門と並列的に設置され、資源配分の要は予算や人事が抑えるという状
況に大きな変化はなかった。また、縦割り行政の弊害が問題視されながらも、合理的政
策体系に合せて組織の再編をするのではなく、既存の組織編成をもとにして政策体系の
方を暫時調整するという組織慣行は根本的に変化することはなかった。 
ところが1980年代後半から事情は一変する。英語圏で始まったニューパブリック・マ
ネジメント（以下 NPM と略す）の動きが、その典型である。NPM は、官僚制の弊害を
克服するための一連の行政改革と言われている。その背景には、深刻な財政赤字と官僚
組織に対する信頼の揺らぎがある。日本でも、1990年代の後半から NPM の影響を受け
て改革に取り組む自治体が次第に増え始めている。改革の原動力は、NPM に先行的に
取り組んだ国々と同様に、深刻な財政赤字と官僚組織に対する信頼の揺らぎである。NPM
は、目的手段合理性をより徹底させることで、揺らぎ始めた行政に対する信頼を取り戻
すための試みであり、目的手段合理性の追求という点において計画の延長線上にある手
法といえる。このような共通点がある一方で、NPM は、従来の計画が内部管理手法と
しての側面が強かったのに対して、官僚制の弊害をただすための外部統制や説明責任の
側面をより強く意識した手法となっている。 
しかし、外部統制の強化といっても、益々複雑になる行政活動を細部にわたって組織
外部から監視し統制することは、はたして効率的な経営管理手法たりえるのだろうか。
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新たに生じる管理事務の手間暇は膨大になり、かえってコストが増えてしまう。むしろ、
職員のモチベーション向上や状況に応じた柔軟な対応には、外部統制ではなく権限委譲
をする方が有効ではないのかという反論が容易に考えつく。外部統制の強化は、統制を
受ける側のインセンティブを考慮すること無しにはうまく進まないからである。統制強
化と権限委譲の対立をいかに調和させるかは、組織管理の基本問題である。NPM 以前
の目的手段合理性を指向した改革は、この組織管理上の課題に解を見いだせなかった。
計画が制度として導入されても、目的手段合理性が組織の指導理念として浸透しなかっ
た原因は、ここにあったと考えられる。NPM は、この組織管理上の対立を乗り越える
管理手法である。市民統制の機能を強化しつつ、同時に権限委譲を進めることは可能で
ある。そして、その鍵となるのが成果評価である。 
規則に基づく管理と階層的組織編成は、近代的行政組織管理の２大原則であった。こ
れに対して、成果目標に基づく管理と分権的な組織編成が NPM の２大原則である。一
律の規則に基づく管理は、執行担当者による権限の乱用を防ぎ、標準的なサービスを公
平に提供する上で一定の役割を果たしてきた。しかし、市民にとっては、事細かなルー
ルは問題ではない。どのようなサービスが提供されるのか、またその結果生活がどう変
わるかが重要である。また、規則によって裁量の範囲が狭められると、創意工夫の余地
が狭められてしまう。規則による管理では、統制強化と権限委譲の対立を克服するには
限界があることがわかる。成果目標に基づく管理は、規則に基づく管理のこの限界を克
服する手法である。まず、市民満足に直結するレベルで成果目標を設定する。その上で、
執行担当者が目標達成に責任を負う。さらにその達成手段の選択について、執行担当者
にできる限り権限を委譲する。こうすることで、市民は、事業実施上の細部について監
視するコストを払わずに、サービスの質に対して監視が可能となる。統制の対象を執行
行為のレベルではなく成果レベルに上げることで、成果レベルで統制機能強化をはかり
つつ、執行レベルで権限委譲することが原理的には可能となる。 
成果目標に基づく管理の成否は、したがって、第一に成果目標がうまく設定できてい
るかどうか、第二に成果を達成するために必要な執行上の権限が執行担当者に十分委譲
されるかどうかにかかっている。法の適正な執行を基本としつつも、市民が望む結果と
は何か考え、結果が達成されたかどうかを評価するためにはどのような指標や証拠を使
うのが適当か検討する必要がある。 
 
２ 計画と評価の関係 
計画は、目的手段合理的に事業を遂行するための手段であり、そのために目標と現状
の乖離を常に評価し、軌道修正しながら目標を実現するプロセスでもある。その意味で、
評価は計画過程の重要な要素である。この計画と評価の本質そのものは変わらないもの
の、近年導入が盛んになっている評価は、計画とは別ものと認識される事が多い。NPM
の影響を受けて導入されたこれらの評価は、計画評価と区別して行政評価、あるいは政
策評価と呼ばれている。 
行政評価、政策評価に対する取り組みは様々である。NPM の理念に忠実な改革を行
った自治体では、政策体系を徹底的に見直す本格的な評価が行われ、そうでない自治体
では、もっぱら赤字減らしに終始する査定が評価と同一視されたりしている。いずれの
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場合においても、既存の計画と評価が切り離されている点が特徴的である。 
しかし、本来、計画評価と NPM が提唱する成果評価は矛盾するものではない。目的
とそれを達成するための手段の体系という意味では、政策体系と計画体系には呼称の差
以上のものはない。実際、政策体系と計画体系の整合性を後から取ることになった自治
体もある。そこで、ここでもう一度、計画と評価の本来の関係について確認してみたい。 
（１）学習過程としてのマネジメント・サイクル 
計画の役割は、有効かつ効率的な目的の達成にある。しかし、計画案の有効性と効
率性に関する前提条件は絶えず変化している。人口の規模や構成が変化すれば、行政
ニーズの質や量は変化するだろうし、財源や人材の確保が常に予定通りに行くとは限
らない。思いがけない波及効果が産み出されてしまうこともある。この行為と目的の
間にある不確実性に対処することが、計画と評価の本質である。 
計画案は、ある環境条件のもとで、ある事業を行えば、一定の確率で目的が達成さ
れるだろうとの仮説に支えられている。科学の発展が、仮説の構築、検証、再構築、
再検証というサイクルの繰り返しによりもたらされたように、予期していた結果と現
実の乖離を契機として、より有効性が高い計画と効率的な事業手法に関する知識を創
出し、蓄積していくマネジメントのサイクルが、評価を含む広義の計画過程である。 
（２）結果重視の発想と徹底した仕事の分析 
科学が知識の共有と蓄積に成功してきたのは、仮説が実証可能な形で記述されてい
るからである。同様に、評価を業務改善に結び付けるためには、計画は実証可能な形
で記述されていることが望ましい。言い換えれば、計画は評価を前提に策定されねば
ならない。そのためには、まず、業務を目的手段体系の視点から徹底的に分析する必
要がある。市民が望む結果とは何か考え、その結果を生み出すためにどのような活動
と資源が必要なのか、結果に影響する外部環境要因にはどのようなものがあり、どの
ように変動する可能性があるのか分析し、結果が達成されたかどうかを評価するため
にはどのような指標や証拠を使うのが適当か検討する必要がある。徹底した仕事の分
析は、結果重視の発想を貫徹することでもある。 
（３）目的達成の４つの段階とアウトカムに基づく評価 
計画案が実行に移されてから真の効果を発揮するまでには、資源の投入段階、資源
が活動に変換される段階、活動からサービスがアウトプットされる段階、サービスが
利用者に効果を与える段階の４段階に分けることができる。高齢者の生き甲斐を高め
るための学習講座を例に取ると、予算や講師等の資源がインプットとなり、投入資源
は年何回かの講座の開講に変換され、講座活動から受講者がアウトプットされ、その
結果として受講者の生き甲斐向上という効果を生み出す一連の過程に分けることがで
きる。計画案の真の効果は、生きがいの向上にあるわけであるから、このレベルで計
画目標を設定することが重要である。しかし、真の効果は計測が難しい事が多い。そ
のため、受講者数、開講講座数、予算投下量を用いて目標が設定されがちになる。こ
れらは、計画案の実施状況を把握するためには重要な指標であるし、計画期間内に達
成する事業量を計画の目標と呼べないわけではない。しかし、受講者が増えれば生き
甲斐が高まるというのは仮説にすぎない。この仮説を実証するためには、真の効果を
測定する必要がある。真の効果との関係が明らかにならなければ、受講者数の多い少
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ないという数字は、全く無意味になってしまう。この真の効果の事を、アウトプット
と区別してアウトカムと呼ぶ。アウトカムの測定は、評価に決定的に重要である。 
 
３ アウトカム指標設定の留意点 
しかし、自治体の仕事の多くは、生き甲斐の向上のように、アウトカムを測定するこ
とが容易ではない。ここでは、アウトカム指標の計測をめぐる問題と、対処の方針につ
いて整理してみたい。 
（１）目的手段関係の相対性とメッセージ性 
アウトカムとアウトプットの関係は、目的と手段の関係と同様に相対的である。目
的は、上位の目的からみれば手段であり、手段も下位の手段から見れば目的とみなせ
る。このように両者の関係が相対的であるために、最終目的をどこに定めるかは、ど
うしても恣意的にならざるをえない。また、目的は手段に近いほど具体的になり、手
段から遠くなるほど抽象的になる。具体的になりすぎるとアウトプットとの区別が難
しくなる。反対に、抽象的になりすぎると目的の意味がわからなくなる。両者の間に、
ほどよい抽象度とメッセージ性を持った目標を探ることが肝要である。ほどよい抽象
度のアウトカムを定めることは、機械的にはできない。いいアウトカム指標の設定に
は、センスや経験が必要になる。その指針としては、住民から見てわかりやすいかど
うか、また政策意図が明確かどうかが参考になる。 
例えば、ある自治体では河川改修事業の目標を改修河川の総工事延長ではなく水没
家屋数が、また別の農業政策の目的が農業生産額ではなく法人農家の割合が目標とし
て実際に採用されている。前者は住民から見たわかりやすさ、後者は政策意図がより
明確になっている例である。また、かつて厚生労働省は、寝たきりゼロを政策目標に
掲げたことがある。このように、実現不可能な目的ではあっても、理想的で接近可能
な目標は、時に鮮明なメッセージ性を発信することがある。 
ただし、メッセージが明確であることは、それだけ責任が明確になり、合意形成が
より困難になる。メッセージ性が高い目標を設定するためには、十分な対話と政治的
決断が伴わなければならない。 
（２）ソフトな事業の効果測定 
ソフト施策の効果評価の難しさは、アウトプットとその効果の関連が曖昧であるた
めに生じると言われている。この曖昧さは、サービスの効果がサービス自身の特性だ
けでは決まらずに、サービスの受け手との関連によって決まるために生じる。同じサ
ービスによって受ける満足の度合いは、人によって異なるからである。それでは、ソ
フトなサービスの効果を測定する客観指標を作ることは原理的に不可能なのであろう
か。 
P.F ドラッカーは、救急医療の目的を、患者の生存率ではなく患者を安心させるこ
とに転換した病院の事例を紹介している。この病院では、多くの救急患者が求めてい
るのは治療ではなく医者からの一言であるとの調査結果から、３分以内の診断を目的
として設定し、３分以内の診断というアウトプットを安心感と言う効果に結びつける
ことに成功した。また、環境心理学の分野では、物的指標と主観指標の間の関連につ
いて多くの調査が行われた。その結果、第一に物的指標は主観指標と一致しないこと、
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また、パーソナリティが異なれば、同じ環境に対する評価が異なることが明らかにな
っている。例えば、犯罪率が高いからといって危険感にそのまま結びつくわけではな
いことがわかっている。しかし、環境評価の構造には共通性があり、対象者の属性分
類をうまく行えば共通の評価が得られることも明らかとなっている。これらの事実は、
サービスの受け手をうまく分類することができれば、その分類ごとにサービスの内容
と効果測定法を作成することができる可能性を示している。 
ソフトなサービスの効果を測定する事が難しいことであるのは事実である。しかし、
ドラッカーの事例は、顧客ニーズを固定観念にとらわれずに調査し、見直すことの大
切さを示している。また、環境心理学の研究成果は、サービスの顧客が誰なのか、さ
らに顧客にとって何がどう変わることが重要なのか問うことの重要性を示している。 
（３）アウトカムに影響を与える要因の分析 
アウトカムに影響を与える要因は、行政が直接的にコントロールできる要因とコン
トロールできない要因に分けられる。後者を環境要因という。確実に達成できること
のみを計画に記載することが行政の責任であるという考え方からは、コントロールで
きない要因の影響を受けるアウトカムを用いた目標設定にはためらいが生じることに
なる。しかし、不確実性の高い社会状況では、むしろ環境要因を明示的に示すことで、
行政の果たす役割と限界がどこにあるかを示すことになり、そこに計画の意義がある。
目的手段に関する枠組みを共有することにより、様々な地域主体とのパートナーシッ
プ実現の手段ともなる。 
 
４ アカウンタビリティと目的手段合理的業務態度の徹底 
目的手段合理性を徹底する改革は、NPM を経て新段階を迎えている。ただし、現行
の地方自治制度のもとでは、目的手段合理性を徹底させようとする改革には、多くの制
約があるのも事実である。しかし、少子高齢化の長期的趨勢は避けられない現実であり、
これまで以上に厳しい優先順位付けと事業効率の向上が求められることになるのは確実
である。特に、逼迫する財政状況のなかでは、健康と教育のどちらを重視するのかとい
った価値比較の問題を避けて通ることは益々困難になるだろう。価値比較の問題は、政
治の問題であり、究極的には、市民の選択の問題である。したがって、成果目標には、
市民が的確に判断できるわかりやすさが求められる。わかりやすさは、市民と行政の対
話の条件であり、責任ある成果目標の選択と合意の条件である。 
そのことは、アカウンタビリティにも通ずる。アカウンタビリティは、説明責任と訳
されることが多いが、もともとの語源には、市民の負託に応えるという意味がある。成
果目標を設定し、目標達成度を評価する力を備える事は、両意味において行政のアカウ
ンタビリティを高めることになる。 
また、行政改革は、最終的には、個々の職員の努力の積み重ねの中からしか生まれな
い。個々の職員の意識改革は、行政改革の要である。制度の精神が、制度の実践を通じ
てはじめて骨肉化するように、目的手段合理的業務態度は、PDCA サイクルの実践を通
じて組織に浸透する。計画と評価は、目的手段合理的業務態度を個々の職員にまでひろ
げていくための意識改革の手段でもある。 
（坂野 達郎） 
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第３章 社会教育計画の策定とその評価の関係 
 
 
 
 
 
第３章 社会教育計画の策定とその評価の関係 
第１節 社会教育計画における計画と評価の体系 
１ 計画と評価の対応 
平成19年度の報告書では、社会教育行政における計画の重要性や社会教育計画の考え
方を扱っている。それに続いて必要なのは、社会教育計画における計画と評価の体系を
明らかにすることである。 
これまでの社会教育計画では、計画と評価が必ずしも体系に扱われてこなかったが、
教育振興基本計画の策定以降は、PDCA サイクルの導入により、評価が重視され、常に
計画と評価を同時に考えざるをえなくなっている。 
計画立案にあっては、計画に対する評価を対応させ、計画案と同時に評価案を作る方
がよいとされている。今必要とされているのは、極めて具体的な体系イメージと策定手
順であろう。ここでは、それを対応構造として示し（図１）、策定手順を追っておきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
手順１：計画の大項目を立て、それに対応させてその大項目の評価を考える。評価は
小項目から積み上げてくることが多いので、ここでは大項目評価の観点を考
えておく。 
大項目はいくつかに分かれるであろうが、図１では、「大項目１」のみを示し、
それに対する評価を「大項目１の評価」として対応させてある。 
手順２：計画の大項目を分析して、いくつかの中項目を立てる。その際には、常に中
項目評価の観点を考えるようにする。 
手順３：計画の中項目をさらに分析して、一つ一つの中項目にいくつかの小項目を立
てる。その際には、小項目に対応させて、具体的な小項目評価の観点・評価
法を設定する。 
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手順４：小項目評価が確定したら、小項目評価を積み上げて、中項目評価の観点と評
価法を作る。それに合わせて、中項目計画も見直す。 
手順５：中項目評価が定まったところで、中項目評価を積み上げ、大項目評価の観点
と評価法を作る。必要があれば、それに合わせて、大項目計画の調整も行う。 
 
ここでは、評価を小項目から積み上げていく方式の場合を示してある。図１の評価枠
で、矢印が小項目→中項目→大項目となっているのは、そのことを意味している。 
 
２ 目標設定と評価指標設定 
このような計画と評価法の策定は、実際にやってみるとわかるが、１回でうまくいく
とは限らない。むしろ、その手順を何回も繰り返すことになるのがふつうである。 
なかでも、やっかいなのが、目標設定と評価指標設定である。そこで、次に、先の計
画と評価法の策定の中から、そこだけを取りだして、図２に基づいて、手順を提示して
おきたい。 
 
社会教育計画における目標設定と評価指標設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
手順１：仮目標を設定する。 
大目標、中目標、小目標（小項目）、具体的計画を仮設定する。 
手順２：小項目評価指標を設定し、小項目の仮目標を修正する。 
その１ 次のような観点を参考に、計画の実施結果を小目標の実現度として捉
える小項目評価指標を設定する。評定をも行うのであれば、３段階評定、
５段階評定などを定める。 
(1) 目標の達成度（目標はどの程度達成できたか。） 
(2) 費用対効果（その達成度は投入金額に対して妥当であるか。） 
(3) 主要成果事項（計画の実施によって得られた主な成果は何か。） 
(4) 主要消失事項（計画の実施によって消えたり、失われたりしたも
 
仮目標の設定   目標の修正      評価指標の設定 
 
大目標      修正   ←←←  大項目評価指標 
↓        ↑           ↑ 
中目標      修正   ←←←  中項目評価指標 
↓        ↑           ↑ 
小目標（小項目） 修正   ←←←  小項目評価指標 
↓                          
具体的計画 
 
図２ 目標設定と評価指標設定 
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のは何か。） 
(5) 稀少価値判断（消失したり、消失する恐れのあるものの中に存続
を図らなければならないものがあるか。） 
その２ 小項目評価指標で評価出来るように、目標の小項目を修正する。 
手順３：中項目評価指標を設定し、中項目の仮目標を修正する。 
その１ 小項目評価指標をまとめて中項目評価指標を設定する。 
＜中項目評価指標の選択条件＞ 
単純性：わかりやすいこと。 
整合性：他の項目と矛盾しないこと。 
包括性：関連する下位項目がある場合には、それらをすべてカバー
出来ること。 
測定可能性：当該の項目かあるいは下位項目で、達成度等を調べら
れること。 
＜評価指標例＞ 
○○達成度、到達度、充実度など 
整備状況（定性的評価を行う場合もある。） 
＜参考＞ 
定性的評価 
定性分析を行い、対象の構成要素や要素間関係の到達状況と目標
との差を明らかにし、その度合を評価する。 
定性分析 
対象の非数量的な情報を用いた分析のこと。一般的には、取り上
げる対象がどのような要素で構成されており、要素間の関係がどの
ようになっているかを明らかにすることをいう。 
例えば、当該指標に関する記録、意見、反応などを対象に、その
中の同じもの同士を集めていくつかの要素に分け、それらの要素が
どのようなもので、要素間の関係がどうなっているかを明らかにす
ることによって、その対象の特徴を捉える。 
その２ 中項目評価指標で評価出来るように、目標の中項目を修正する。 
手順４：大項目評価指標を設定し、大項目の仮目標を修正する。 
その１ 中項目評価指標をまとめて大項目評価指標を設定する。 
評価指標の選択条件は中項目に同じ。 
その２ 大項目評価指標で評価出来るように、目標の大項目を修正する。 
手順５：目標と評価指標の全体をみて、論理的矛盾がないかどうかを調べ、目標と評
価指標全体を確定する。 
（山本 恒夫） 
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第２節 社会教育計画立案と指標設定の手順 
    ～家庭の教育力支援を例に～ 
 
１ 社会教育計画の全体イメージ 
（１）これまでの計画 
これまでの行政では、予算獲得と事業執行には大きな精力がつぎ込まれるが、一旦、
予算が獲得されてしまうと、その事業の成果がどうであったかについてはあまり関心
が払われず、また、次の予算獲得に向けて努力が開始されるという風潮になっていた。
このことへの反省から、最近は、どの行政分野においても行政の成果を評価すること
が不可欠のこととされるようになっている。しかし、教育の分野においては、成果は
短期には現れないこと、また、目に見えにくく、はっきりとした物差しで測りにくい
ということもあって、評価はなじみにくいものとして積極的には考えられてこなかっ
た。そのため、各種の教育関連の計画では、事後に成果を評価することはほとんど念
頭に置かれず、多彩な内容を持った総合的な計画が一定の計画年次ごとに作成されて
は、次の計画に移るということが続けられてきただけで、計画への客観的な評価はほ
とんど行われてこなかった。このようにこれまでの教育計画策定にはいくつかの問題
点が挙げられる。 
第１には、行政目標が明確に設定されてこなかったということである。きれいな言
葉の羅列からなる抽象的表現による目標があれこれ並べられてきただけということが
ある。具体的・限定的に書かれていないので、後から目標がどれだけ達成できたかが
測定・評価するのが難しくなっている。計画は、事後の行政評価が確実に実施できる
ようにするため、明確な内容の目標を掲げて策定されなければならない。評価を意識
することによって、計画自体も実効性のあるものになるはずである。 
第２に、総花的に事業を羅列する計画になることが多かったことである。行政上の
対応責任を問われることを避けるため、できるだけ多くの事務事業を掲げる傾向にあ
った。従って、計画は総花的にならざるをえず、あれもこれも書き込まれる傾向が強
くなる。そのため、メリハリのない、行政上の優先順位を表さない施策の羅列となり
がちであった。現実の予算的、人的な制約条件などを十分配慮して、施策間のウェー
トづけを考慮した戦略的な計画にすることが大切である。 
第３に、行政目標が構造化・体系的されていないことである。行政目標は比較的大
きな内容を抽象的に表現されることが多いため、それを着実に実現させるためには、
目標の内容を構造化し、抽象的な内容をより具体的な複数の目標に置き換えて、構造
化を図る必要がある。いくつかの目標を構造化して階層的に構成することで、行政全
体としては、行政目標を体系化することができる。こうした行政目標の構造化・体系
化が評価を前提とした計画の立案・実施を可能にしてくれる。 
第４に、目標の達成具合を測る指標が設定されてこなかったことである。本来、行
政が施策を行うのは、特定の社会的な成果をもたらすためであるが、従来の計画にあ
っては、成果を評価することが意識されず、そのため評価する方法、評価指標につい
ても配慮されてこなかった。しばしば、事務事業の実施自体を計画の目標として挙げ
ることが多かった。つまり、アウトカムではなくアウトプットを目標とするやり方で
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ある。特定の事業を確実に実施することが目標だとすると、行政にとっては、着実に
事業を遂行すればよいのだから都合がいいが、その事業を行ったことによって、本来
目標とした成果がどれだけ達成されたかという肝腎なところは問題にされなくなる。
行政の質の保障という点でも問題があったといわなければならない。 
第５に、政策運営に当たっての効率性の確保の観点が欠落しがちであったことがあ
る。教育的な必要性、意義ばかりが強調され、事業自体の有効性・効率性等が閑視さ
れる傾向が少なくなかった。行政の役割の限界や事業の効率性などについても十分に
配慮される必要がある。ただし、最近は、一般行政の行政評価担当部局による、効率
性中心の行政評価が教育部局をも含めて地方自治体全体で一律に進められている。そ
うしたものだけでは、逆に教育行政の役割を損ねてしまうおそれも懸念される。教育
行政の特性に配慮した適切な効率性評価の位置づけが求められる。 
 
（２）これからの計画策定の方向 
今後の社会教育行政計画の策定に関しては、以下のようなことに配慮して進めるこ
とが必要になると思われる。 
① 目標の明確化と戦略的な設定 
行政上の目標をどう設定するかは、行政主体にとっては、政策遂行上、極めて重
大な決定事項である。地域の課題や実状をどう把握・分析し、その上でどういう解
決方策を考案・選択するのかという戦略を問うプロセスになるからである。しかし、
社会教育行政においては地域教育課題と行政方策により期待される効果との間に
大きな乖離があるのが普通で、そのことが社会教育行政の推進上の、またその有用
性を主張する際の難しさに繋がるところでもある。例えば、最近、子ども達の育ち
に関して様々な批判がある。体力・運動能力が衰えている、規範意識・社会性が身
に付いていない、学力が低下しているなどなど枚挙に暇がないほどである。こうし
た中、社会教育行政において、青少年の健全育成とともに、「家庭教育力の向上」
が主要なテーマに掲げられることが多い。そしてその目標達成のためにどの自治体
でもいろいろな施策を展開してきている。それだけ喫緊の課題と認識されているか
らであるが、しかし社会教育行政で「家庭の教育力の向上」を目標として高く掲げ
たとしても、必ずしもそれはその言葉通り、全面的に完全な程度での実現をイメー
ジしているわけではないだろう。本来期待されるアウトカムには「各家庭での適切
なしつけ等により、子どもが健全に育っている状態（心身がともに健康で、しつけ
や基本的生活習慣、社会性・倫理観が身についているなど）の実現」などというこ
とが挙げられよう。しかし、残念ながら「家庭の教育力」などは、社会教育行政に
よるいくつかの事業の成否によるというよりは、むしろ家庭を取り巻く経済的・文
化的環境、社会的な風潮などに大きく左右されるというものであろう。社会教育行
政において目標とするところと、行政的努力によって実際に考え得る効果・影響に
は極めて大きな乖離があるのは明らかだ。社会教育行政遂行上の視点で見るならば、
「子育てへの意識を高めた親の増加」、「子どもと積極的にコミュニケーションを図
る親の増加」などといったところが、「家庭教育力の向上」の実際の目標とされる
ところであろう。従って、評価や計画にあたっては、行政にとって現実に対応可能
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な範囲での目標設定が肝要になる。行政目標はアウトカムによって設定する必要が
あるが、現実の行政の担っている役割、持っている資源など、行政上の制約条件を
十分考慮して、妥当な目標設定を行わなければならない。 
② 行政目標の階層化・体系化 
行政目標が設定されたとして、その目標を確実に実現するためには、予め、その
目標を構造化・階層化する必要がある。目標としての抽象度を低め、できるだけ具
体的な内容で構造化するのである。目標実現のための要件を明確にし、その達成の
ための手順を可視化するようにするためである。最終的な目標（大目標）の設定・
提示、そうした大きな目標を実現するための中位の目標（中目標）の選択・設定、
さらにそれを実現するために必要となる下位のより小さな目標（小目標）の設定と
いう具合に、最初の大きな目標からそれよりも下位のより小さな目標へと目標の連
鎖がツリー状に設定されることにより、行政目標が階層化、体系化されることにな
る。このうち中目標は行政目標の要になるところで、最もよく行政主体の戦略性の
現れる部分で、特に、これを戦略目標と呼ぶことができる。また、小目標は具体的
に実現が求められる目標であるところから、達成目標と呼ぶことができる。こうし
た過程は３段階に限らずテーマによってはさらに段階を続けることもできるが、目
的達成の現実を踏まえて、適切に構成されることが肝要である。いくつかの目標を
同じように構造化して構成することで、行政全体としては、行政目標を体系化する
ことができる。例えば、社会教育行政の究極の実現目標を「自立した学習者・市民
の育成とそうした人々による活力ある地域コミュニティの形成」としたとすると、
それを達成するためには、「いつでもどこでも可能な学習環境の整備」や「市民の
ライフスタイル、ニーズに応じた学習活動の展開」、「学習成果を生かせる社会参加
の場の確保」、「住民参画による学習・交流・提案による市民ネットワークの展開」
などの実現が必要になる。このうち「いつでもどこでも可能な学習環境の整備」を
達成するためには「社会教育施設での学級講座の多様な実施」や「一般市民の学習
意欲の醸成」や「学習情報の容易な入手・アドバイスの確保」などの実現が必要に
なる。このように、政策目標を階層化・体系化して設定することは、目標の実現・
達成をより現実化しやすくするとともに、後からの政策評価をきちんと実施するこ
とも可能にするということでもある。 
③ 評価指標の設定 
達成目標に即して実施している施策・事務・事業を達成目標の枠ごとに当てはめ
て列記してみる。一つの事業で複数の目標をねらって実施される事業もあるが、そ
れらは関連する目標に応じて重複して列記されてよい。こうしたことにより、達成
目標に対して施策等が実際にどう行われており、達成目標に対して施策が十分にカ
バーしているか、どのようなバランスで実施されているのかが明瞭になる。達成目
標の実現は、事務事業等を通じて図られることになるが、実際に達成されたかどう
かは、達成目標ごとに設定される指標（業績指標）の数値を見て測ることになる。
したがって、達成目標の実現の度合を測る指標（客観的な評価のためできるだけ数
値指標が望ましい）をどう設定するかが、評価システム構築での最も肝腎な点にな
る。 
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指標としてのデータをどう読むかに関しては、基準値があらかじめ設定されてい
る必要がある。どういうレベルの数値なら目標が達成されていると判断できるのか。
望ましいレベル(目標値)を決めて、どれだけ近づいているかで評価する方法がある。
住民の満足度なら、100%に近いほど達成度が高いとなろう。固有の基準値が設定し
にくい場合は、全国平均値を基準値にしたり、目標とする特定のケースの数値を基
準にしたり、あるいは、経年の推移(増減傾向)により判断したりすることもあろう。 
社会教育行政での成果が十分達成されているかどうかを判断するには、住民サイ
ドの視点に立った評価がなされるのは特に大切なことである。計画策定の段階とと
もに評価作業の段階でも、住民参加が試みられてもよい。実際の参加には、住民の
うち誰を参加させるか、参加者の権限はどうかなど様々な問題も生じてこようが、
ブレークスルーの時期にあるように思われる。住民参加による評価の実施に当たっ
ては、評価の考え方・仕方のほか、社会教育行政全般にわたって、住民の学ぶ機会
が用意される必要がある。 
④ 都道府県教育委員会の計画策定に関して 
一般に地方の社会教育行政計画の策定主体は、都道府県教育委員会か市区町村教
育委員会になるが、両者は基本的なスタンスにおいて異なるはずである。市区町村
教育委員会は社会教育推進の中心的な役割を担うものとして、直接住民を対象とし
て事業を行い行政効果を高めることをめざすのに対し、都道府県教育委員会の方は、
基礎自治体である市区町村の教育委員会に対し広域的な調整、支援・補完の行政な
どを主な役割としているからである。現実には、都道府県教育委員会の先駆的役割
への意欲・責任感などから、また、一部市区町村行政の非力ということもあって、
都道府県教育委員会による住民への直接的事業実施も少なくないが、こうした市区
町村教育委員会と都道府県教育委員会にあっては、その行政の基本的な役割の違い
を踏まえ、それぞれの行政目標実現に最もふさわしい計画立案・行政評価が求めら
れる。 
今回の調査研究では、「家庭の教育力の向上」をテーマに、本来、間接的・広域
的行政を任務とする都道府県教育委員会の計画・評価のシステム策定にあって、試
行的に、達成目標等の設定を行政対象ごとに行うことを考えた。都道府県教育委員
会の行政対象は概ね三つに分けられる。第１が市区町村教育委員会であり、第２が
保護者など特定の都道府県民、第３が一般の都道府県民となる。この区分に応じて
目標を設定してみると以下のようになる。 
ア 市区町村教育委員会への作用 
都道府県教育委員会の家庭教育力向上における行政ターゲットで最も主要な
ものは市区町村教育委員会である。ここに行政での優先順位の最も大きなウェー
トがおかれるべきである。都道府県教育委員会の第１の目標は、市区町村教育委
員会による家庭教育における社会教育行政機能の向上ということになる。そのた
めの事業としては、家庭教育支援にかかる新たな知見・情報の提供（新たな学習
プログラム研究開発の援助、国の行政情報の連絡、職員の資質向上のための研修
など）、補助金による事業の奨励（子育て支援チームの設置など）、先駆的・モデ
ル的事業にかかる調査研究事業などがあろう。機能向上を示す指標としては、市
－ 19 －
区町村教育委員会によるプログラム開発数、子育て支援チームの設置数、その活
動事例件数、主催事業への参加者数などが考えられる。 
イ 特定の一部都道府県民への作用 
家庭の教育力向上には、市区町村教育委員会ばかりではなく、家庭教育に関係
する社会教育団体・NPO・グループ・リーダー的存在の人々が実際に大きく関わ
る。このため、都道府県教育委員会では、家庭教育推進のために、関係する団体・
NPO などの支援、家庭教育リーダー養成講座、リーダー的な親の資質向上、PTA
リーダー研修などの事業を行うことが多い。また、直接、親という住民にターゲ
ットを絞って学習の機会（啓発、理解、知識、交流）や活動の場を用意すること
がある。こうしたことからすると、この場合の目標として、家庭教育に関係する
団体・NPO の活性化、リーダーや親・PTA などの人材育成とそれらの活性化が
挙げられる。この場合の評価指標には、学習・活動する個人や団体の数、関係団
体等による新たな活動の展開、サポート活動・PTA 活動への満足度などが挙げら
れる。 
ウ 都道府県民全体への作用 
都道府県民全体（企業なども含む）に対して、家庭教育の重要性の理解を広め、
改善充実のための意識啓発、雰囲気の盛り上げなども、大きな目標の達成に有効
と考えられる。このため、学びピア、学習発表会などのイベントを都道府県教育
委員会が自ら開催するほか、都道府県域全体で、家庭教育にかかる電話相談、メ
ールマガジンでの情報提供、啓発資料の作成・配布などを行うことが多い。都道
府県民の全体的な家庭教育への意識向上が目標とされる。この場合の評価指標に
は、学びピア等への活動参加者・団体数・来観者数、メールマガジンの登録数、
相談件数・問題解決件数、個人や企業の家庭教育重要性への認識度などが考えら
れる。 
 
こうしたやり方は、都道府県教育委員会という独自の行政主体の役割に即しており、
現実の行政目標のターゲットを意識しやすくするし、目標の優先度、ウェートづけを行
う上でも役立つものと思われる。逆に、検討が必要になるのは、市区町村教育委員会の
社会教育行政機能の向上を達成目標とすることで、評価指標が市区町村教育委員会の活
動状況というアウトプット的なものになりがちになるという点である。より実質的なア
ウトカムの内容を含んだ指標を設定することが必要である。 
（今野 雅裕） 
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２ 評価を前提にした計画策定の手順 
ここからは、評価を前提にした社会教育計画の策定の手順について、「家庭の教育力向
上の支援」に関して具体的な事例を用いて提示することにする。 
社会教育計画の策定は、これまで、社会教育に関する上位の目的や目標を設定し、そ
れを実現するための施策の策定、さらにはその施策を実行するための具体的な事務事業
の計画というように、上位から下位へ、大項目から小項目へ、全体から個別へ、という
方向で行なわれてきた。これらは、それぞれ上位の内容と下位の内容は、概ね目的と手
段の関係であり、手段にあたる下位の内容は、一方ではさらに下位の内容の目的となっ
ている関係にある。 
社会教育計画を含め計画の構造やその策定がこのような考え方に基づくことはいうま
でもない。しかし、現在、社会教育計画や社会教育の施策の達成度や成果の評価が問わ
れる状況にあって、これまでの計画策定の手法のみではそれに対応することは難しいと
思われる。なぜなら、これまでの社会教育計画の策定の考え方は「上位の目標を達成す
るための方策（手段）を策定する」ということであっても、「計画とその実施および成果
を評価する」という視点がほとんど取り入れられずに行なわれてきているからである。 
ここでは、「上位の目標を達成するための方策の策定」という視点とともに、「計画と
その実施および成果を評価する」という視点を加えた社会教育計画の策定の手順の一つ
をモデル的に示していくことにする。 
 
《計画策定の手順》 
 
図１は、ここで提示する評価を前提にした社会教育計画策定の簡単な手順を示したも
のである。計画策定の事例的解説は３で行なうので、ここでは簡単にこの手順を説明し
ておくことにする。 
手順１は「施策体系の骨格づくり」である。施策体系は計画体系と評価体系で構成さ
れるが、手順1では、計画体系のうちの施策や施策の方向性を示す大項目、大項目の実現
のためのいくつかの柱で構成される中項目、さらに中項目の内容を具体化した事務事業
で構成される小項目の体系化を図ることになる。各項目には、それぞれの内容を示す項
目の名称（大項目であれば「家庭の教育力の向上」）ととともに、大項目であれば「戦略
的な目標」などを、中項目であれば「達成目標」などを含めて設定される。ただし、手
順１において設定する「戦略的な目標」や「達成目標」は、この段階では仮目標である
ことが重要で、手順２以降の過程で検討・修正されることがある。 
手順２からは実施後の評価を考慮した計画策定作業になる。手順２では、手順１で設
定した小項目（事務事業）の仮目標と実施後に予想される効果や成果を検討する。仮目
標の達成が見込まれれば手順３に進み、仮目標を評価しにくい場合は事務事業の仮目標
や内容等を再検討する。 
手順３では、事務事業の評価をもとに中項目の評価の視点と評価指標を作成し、それ
によって当初設定した中項目の仮目標が評価できるかを検討する。評価が可能であれば
手順４へ進み、評価しにくいときは中項目の仮目標の再検討や、小項目の再検討を行な
う。 
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【図１ 社会教育計画策定の手順】 
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施策体系の骨格づくり 
・計画体系の大項目（施策及び施策の方向性）、
中項目（施策の柱）、小項目（事務事業）と
その仮目標の設定 等 
小項目（事務事業）の仮目標と予想される効果、
成果の関係の検討 
・事務事業の仮目標の達成に向けて、どのよう
な事業実績、事業の直接的効果、事業目的達
成度がもたらされるか、フロー図を作成して
検討する  
・事業目的達成度で仮目標が評価しにくいとき
は、事務事業の仮目標を再検討する 等
中項目（施策の柱）の「評価の視点」、「評価指
標」と仮目標の関係の検討 
・事務事業の事業目的達成度などをもとに、「施
策の柱」の評価の視点、評価指標を作成する
・「施策の柱」の評価の視点、評価指標で「施
策の柱」の仮目標を評価できるか（ズレがな
いか）を検討する 
・仮目標を評価しにくいとき（ズレがあるとき）
は、「施策の柱」、あるいは事務事業の仮目標
を再検討する 等 
中項目（施策の柱）の目標と大項目（施策及び
施策の方向性）の仮目標の関係の検討 
・（必要に応じて修正された）中項目（施策の
柱）の目標の達成が、どのような流れで大項
目の仮目標の達成に結びつくかを検討する  
施策の柱
の再検討 
事務事業
の再検討  
事務事業
の再検討 手順２へ 
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大項目（施策及び施策の方向性）の「評価の視
点」、「評価指標」と仮目標の関係の検討 
・「施策の柱」の評価の視点、評価指標などを
もとにして、「施策及び施策の方向性」の評
価の視点、評価指標を作成する 
・「施策及び施策の方向性」の評価の視点、評
価指標によって、「施策及び施策の方向性」
の仮目標を評価できるか（ズレがないか）を
検討する 
・仮目標の評価がむずかしいとき（ズレがある
とき）は、大項目の仮目標の再設定、中項目、
小項目を再検討する 等  
大項目の
仮目標、
再設定 
施策の柱
の再検討  
大項目（施策及び施策の方向性）の評価の視
点・指標の検討、全体の整合性等の検討  
・「施策及び施策の方向性」の評価の視点、指
標の妥当性を検討する 
・問題があるときは、「施策及び施策の方向性」
の仮目標を再設定、あるいは、施策の柱、事
務事業を再検討する 
・計画体系、評価体系の全体の整合性、妥当性
を検討する 等 
手順４へ
手順３へ
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計画体系と評価体系の策定終了 
計画（施策、事業等）の評定 
・計画全体、あるいは施策体系の目的達成度を、
満足度、経年比較、他との比較などで評価す
る 
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手順４では、中項目の仮目標の達成が、大項目の仮目標の達成に向けてどのような流
れで実現するか、その道筋を検討する。 
手順５では、複数の中項目の事業の成果等をもとにして大項目の評価の視点、評価指
標を作成する。それらを用いて大項目の仮目標が評価できるかどうかを検討する。評価
できる場合は手順６に進み、評価が難しい場合は大項目の仮目標の再設定、中項目、小
項目の再検討を行なう。 
手順６は大項目の評価の視点、評価指標の妥当性を検討する。ただし、問題があれば、
大項目、中項目、小項目のそれぞれの再設定、再検討を行なう。これが終了すると計画
策定は終了し、社会教育計画の計画体系と評価体系が完成する。 
手順７は施策等の実施後の評価のことなので、厳密には計画策定には入らないが、計
画策定の段階で評価の方法を設定しておく必要があるので、この手順の最後に示すこと
にした。 
 
３ 社会教育計画策定の事例 
ここでは、都道府県レベルの社会教育計画を前提として、Ａ県の「家庭の教育力向上
の支援」にかかわる計画策定の方法を手順にそって解説していくことにする。 
 
手順１ 施策体系の骨格づくり 
 
手順１の作業は、社会教育計画の施策の体系化のための骨格づくりである。 
まず、ここでは図２の様式を用いて、施策体系の全体像をデザインする。 
 
 
図２は、左部分の計画体系と右部分の評価体系で成り立っている。計画体系は、「施策
及び施策の方向性」を示す大項目、施策の柱を示す中項目、事務事業である小項目が樹
型図のように配置されている。ここでは、大項目の具体例として「家庭の教育力向上の
支援」を設定しており、その「戦略的な目標」として①～⑤の５項目を挙げている。な
お、この段階で示している「戦略的な目標」はまだ仮の「戦略的な目標」であり、この
あとの作業の中で修正することがある。 
次に、大項目としての「家庭の教育力向上の支援」を実現するための手段が「施策の
柱」（中項目）である。ここでは、具体的には「（１）地域における家庭教育支援施策の
充実支援」等、（１）～（４）の４項目を挙げている。これらの項目は、県の社会教育行
政の役割をもとに考えられたもので、（１）は市町村の支援、（２）は団体育成、人材育
成、（３）先導的事業の推進、（４）は広域的事業の推進、という意図からの設定である。
これらの各項目にも「達成目標」が示されているが、これも大項目のときと同様に、こ
の段階では仮設定の「達成目標」となる。 
さらに、これら４つの中項目を実現するための具体的事業が事務事業（小項目）であ
る。ここでは、４つの中項目のそれぞれについて、４ないし５項目の事務事業を設定し
ている。各事務事業にも仮目標は設定されるが、これは手順２で検討する。図２では、
主な内容に示すにとどめている。 
－ 24 －
【図２　Ａ県　社会教育計画　「家庭の教育力向上の支援」にかかる施策体系と評価指標（作成段階）】
大項目 小項目 小項目 中項目 大項目
【施策及び施策の方向性】
（戦略的な目標）
【事務事業実施による「事業実績」の評価
指標】 【事務事業実施による「事業の直接的な効果」の評価指標】 【「施策の柱」（達成目標）の評価の視点と評価指標】
【「施策及び施策の方向性」（戦略的な目標）の評価の視点と評価
指標】
家庭の教育力向上の支援 家庭の教育力向上の支援
(1) 地域における家庭教育支援施策の充実支援 地域における家庭教育支援施策の充実支援
１ 家庭教育支援のための基盤形成
　内容：小学校区毎に家庭教育支援チームの設置支援
２ 家庭教育プログラム開発事業
　内容：市町村の家庭教育に関する学習プログラム開発
３ 社会教育関係職員研修「家庭教育支援施策」
　内容：市町村職員の資質向上の研修実施
４ 家庭教育支援のための調査研究
　内容：家庭教育支援の施策・事業立案に有用な調査研究実施
５ 先駆的・モデル的事業等県の取組の成果普及
　内容：県が実施する各種事業の成果を市町村等に普及
(2) 家庭教育に関する団体・人材への支援 家庭教育に関する団体・人材への支援
１ 子育てサポーターリーダー養成研修
　内容：市町村のサポーターリーダーの資質向上研修の実施
２ ＰＴＡリーダー研修「家庭教育支援」
　内容：ＰＴＡのリーダー層の資質向上研修の実施
３ 子育て応援フェスタ
　内容：家庭教育支援の関係者が一堂に会する研修の実施
４ 家庭教育電話相談員専門研修
　内容：家庭教育電話相談員のスキルアップ研修の実施
(3) 先導的・モデル的事業の実施 先導的・モデル的事業の実施
１ 企業連携家庭教育出前講座事業
　内容：企業等へ家庭教育に関する出前型講座実施
２ 父親の家庭教育参加促進事業
　内容：父親の意識啓発を内容とする講座実施
３ 親子ふれあい交流事業
　内容：親子の共同体験を行う事業実施
４ 親子ふれあい職場探検事業
　内容：親の職場見学会を実施
(4) 広域的事業の実施 広域的事業の実施
１ 早寝早起き朝ご飯推進運動の展開
　内容：子どもの生活リズム向上を目指す県民世論を喚起する事業
（パンフレット作成、メディア広告、フォーラム開催など）の実施
２ お手伝い推進事業
　内容：「おてつだいちょう」を作成・配布し、活用の促進
３ 家庭教育電話相談事業
　内容：親等の家庭教育に関する相談に応ずる、相談事例集の発行
４ 家庭教育啓発資料の発行
　内容：家庭教育の重要性を啓発する冊子を作成・配布
５ 子育て情報メールマガジンの発行
　内容：家庭教育関連の各種情報をメールマガジンとして提供
○参加者の満足度
○参加者の理解度
○父親のかかわりの重要性を理解した参加者数
○参加者の満足度
○参加者のうち親子のふれあいの重要性を理解した人数
○事業後、親子で事業について話題にした親子数
○研修内容の満足度
○研修内容の理解度
○受講後、相談の方法や内容の改善に取り組んだ相談員数
○参加者の理解度
○家庭教育の意味や重要性を初めて知った参加者の数
○参加者数
○修了率
○実施企業数
○参加者数
○参加者数
○協力企業（事業所）数
○実施回数
○参加者数
○パンフレットの配布数
○メディアでの広告回数
○フォーラムの参加者数
○県民運動の周知度
○県民の子どもの生活リズムの重要性の理解度
○相談件数
○親等の認知度
○相談事例集の配布数、配布先
○新規相談件数の増減
○相談者の満足度
○県及び市町村の相談事例集のアクセス・問合せ数
○発行部数 ○保護者等利用者の満足度・理解度
○保護者等が内容を活用した人数
○家庭教育支援団体の満足度・理解度
○研修の参加者数
○研修参加者の所属市町村数
○報告書発行数
○報告書のweb公開
○研修会の内容とした有無
○普及アプローチ数(実際に配布等をした数/
対象の機関・団体数)
○研修への参加者数
○サポーターリーダーの参加率（サポーター
参加者数/サポーター総数）
○参加した親子の満足度
○家庭とは異なる親の姿を見せることの重要性を理解した数
○親の仕事を理解した子どもの数
○「おてつだいちょう」の作成配布数 ○子どもにとっておてつだいが必要だと理解した保護者の数
○子どもが家庭でおてつだいを行った回数の増減
○家事を教えた保護者の数
○参加者数
○協力企業（事業所）数
○登録者数
○親等のメールマガジンの認知度・周知度
○研修内容の満足度
○研修成果の活用率
○研修参加により悩みが減少した参加者数
○調査研究(報告書)内容に対する市町村担当者の満足度
○同内容を理解した市町村の割合
○市町村が課題解決の方法を得た有無
○成果(物)が役に立つと考えた市町村数
○成果(物)が役に立つと考えた市町村の率
○参加者の理解度、満足度
○サポーターリーダーの養成率
○支援チームへのサポーターリーダーの配置数
○参加者の理解度
○ＰＴＡが家庭教育支援に取り組む必要性を理解した人数
○単位ＰＴＡ等で報告会・研修会を実施した数・割合
○ＰＴＡ等の設置や活動の重要性を理解した人数
○参加者のうち、内容・課題等を理解した団体リーダー等人数・比率
○同　自らの団体の役割を認識した人数
○同　内容・課題等を理解した保護者等の人数
○参加した保護者等の満足度
○登録者のうち、情報を活用して講座等参加、育児サークル等参加、施
設利用などをした人数
○同　情報を活用してはじめて講座等参加、育児サークル等参加、施設
利用などをした人数
○研修の実施回数
○研修への参加者数
○実施回数
○参加者数
計　　画　　体　　系
○開発プログラムの活用事業率
○開発プログラムの活用市町村数
○開発プログラムに対する市町村担当者の満足度
○支援チームの活動依頼件数
○支援チームの活動回数(相談件数、講座数等)
○支援チームの活動への参加者数
中項目
【施策の柱】
（具体的な方向性）
小項目
【事務事業】
（具体的な取組）
○家庭教育支援チーム設置数
○家庭教育支援チーム設置率
○県が開発した新しいプログラム数
評　　価　　体　　系
目　　的 手　　段
目　　的 手　　段
【達成目標】（仮）
　親・保護者に最も身近な地域において、家
庭教育をきめ細かく支援する体制整備に取り
組む。また、市町村が行う家庭教育支援のた
めの施策・事業を拡充するため、魅力的で効
果的なプログラムを開発するとともに、市町
村担当職員の能力向上のための研修や施策等
の立案のための調査研究を行う。さらに、県
において取り組む先駆的・モデル的事業等の
成果を市町村に普及し、新たな取組を喚起す
る。
【達成目標】（仮）
　地域における家庭の教育力向上を支援する団
体・人材の活動等の一層の活発化のため、資質
や能力、専門的スキルの向上を内容とする研修
を実施する。
【達成目標】（仮）
　先駆的・モデル的な取組として、さまざまな
理由で学習機会に参加できない親等を対象にし
た学習機会を実施するとともに、父親の家庭教
育への参加を促進するための機会を提供する。
【戦略的な目標】（仮）
　　①親等が身近な場所で学習できる環境を拡充する。
　　②家庭教育を支援する団体・人材の活動等が充実するよう支援する。
　　③地域で家庭教育を支援するしくみをつくる。
　　④親等に対して、家庭教育に関する情報や資料を積極的に提供する。
　　⑤調査研究や先駆的・モデル的な事業を実施し、その成果を市町村等関係機関に普及する。
設　定　・　検　証
設　定　・　検　証
設　定　・　検　証
設　定　・　検　証
【評価の視点】
【評価指標】
【評価の視点】
【評価指標】
設 定 ・ 検 証
【達成目標】（仮）
　個々の親を対象とする電話相談や情報提供な
ど、広域的に取り組むことがより効果的な事業等
を通じて、家庭の教育力の向上を図る。
【評価の視点】
【評価指標】
【評価の視点】
【評価指標】
【評価の視点】
【評価指標】
【関連部局における家庭教育支援関連の取組】
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このように、計画体系の骨格づくりは、上位の項目を実現するために下位の項目を設
定するという視点で行なわれる。なお、今回は、都道府県の社会教育行政の役割という
点を重視した項目の設定と体系化であるが、計画体系の全体構成はそれぞれの都道府県
の政策等によって決まるものである。 
 
＜評価体系について＞ 
図２の右部分の評価体系は手順２から活用するので、あらかじめこれを説明しておく
ことにする。評価体系も、小項目、中項目、大項目で構成されている。このうち、小項
目は事務事業実施による「事業実績」（アウトプット）と「事業の直接的な効果」に区別
され、それぞれの評価指標を設定する（手順２）。また、評価体系の小項目は計画体系の
小項目と対応するもので、計画体系の小項目（事務事業）の評価指標は「事業の直接的
な効果」の評価指標となるのが基本である。 
また、評価体系の中項目は計画体系の中項目（施策の柱）に対応するものであり、こ
こでは「事業目的達成度」を評価することになる。図２では、「達成目標」の評価の視点
と評価指標を作成する。なお、中項目の評価の視点と評価指標の作成にあたっては、「事
業の直接的な効果」からもたらされる事務事業の「事業目的達成度」をもとに設定する
（手順３，手順４）。 
さらに評価体系の大項目は計画体系の大項目（施策及び施策の方向性）に対応する評
価項目で、事業目的達成度の状況から期待できる上位の内容を「施策目的達成度」とし
て、その評価の視点と評価指標を設定する（手順５，手順６）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事務
事業 
事業実績
（アウト
プット） 
事業の直接
的な効果 
事業目的達
成度 
（中間的ア
ウトカム）  
施策目的
達成度 
評価体系 
小項目の評価
指標へ 
中項目の評価
指標へ 
大項目の評価
指標へ 
【図３ 評価体系にみられる事業実績から施策目的達成度までの流れ】 
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■用語解説 
事業実績  
事務事業の実施や活動の状況とその結果にかかわる内容で、いわゆる事業のアウ
トプット（事業の結果）といわれるもの。事業の実施回数、事業の参加者数、利用
者数、利用団体数など。  
事業の直接的な効果  
事業実績によって直接的に生じる事業の成果のことで、事業のアウトカム（事業
の成果）に含まれる。評価体系の中では施策目的の達成にむけた初期的な事業の成
果であるが、計画体系の事務事業に対応した成果で、個々の事務事業の目的達成の
状況を示す。  
事業目的達成度  
「事業の直接的な効果」から期待される中項目レベルの事業のアウトカムの達成
度で、評価体系の中でみると中間的アウトカムとなる。「事業の直接的な効果」や「施
策の柱」をもとにして作成される。  
施策目的達成度  
「事業目的達成度」から期待される大項目レベルの事業のアウトカムの達成度の
こと。  
 
 
 
手順２ 小項目（事務事業）の仮目標と予想される効果、成果の関係の検討 
 
計画している事務事業の実施によって、どのような事業実績、事業の直接的な
効果、事業目的達成度が時間とともにどのような順序で生じるかをフロー図の作
成を通して予測する。また、そのようなフロー図で検討された事業の直接的な効
果や事業目的達成度によって所期の仮目標を評価できるかどうかを検討する。評
価できると判断すれば手順３へ、達成しにくいときは事務事業の仮目標や内容を
再検討する。 
 
 
そこで、事務事業の実施によって事業実績、事業の直接的な効果、事業目的達成度が
どのように予測できるかをフロー図の作成を通じて具体的にみてみることにしよう。こ
こでは、図２で示した計画体系のうちの中項目（１）地域における家庭教育支援施策の
充実支援と、（４）広域的事業の実施、のそれぞれの事務事業を取り上げてフロー図作成
の方法とポイントをみてみようと思う。 
図４～８は中項目（１）地域における家庭教育支援施策の充実支援にかかわる事務事
業のフロー図、図９～13は（４）広域的事業の実施にかかわる事務事業のフロー図であ
る。 
まず図４を取り上げて事業実績からの流れをみてみよう。これは、中項目（１）の小
項目「地域における家庭教育支援のための基盤形成事業」で、地域に子育て支援組織「家
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庭教育支援チーム」を設置する取組の実施後に予想される効果や成果の流れである。マ
スの上段は評価で着目する内容（評価の視点）で、下段はその評価指標である。ここで
は、事業実績の評価の視点として「家庭教育支援チームの設置」を設定し、事業目的達
成度を「支援チームの活動の地域への定着」としているのが重要な点である。それは、
作成上のポイントにもあるように、支援チームを設置するということよりも設置された
支援チームが地域で活動したり、さらにはそれによって支援チームが地域に周知される
ことをより重視したとらえ方をしているためである。支援チームの設置であったり、人
材や団体の育成などは、それらのその後の活動やそれらの地域への定着状況を事業の直
接的な効果や事業目的達成度に位置づけるとよいだろう。 
また、中項目（４）の小項目「早寝早起き朝ごはん推進運動の展開」のフロー図をみ
てみよう（図９）。この事務事業は、全国的に取り組まれている事業を県の立場から広域
的に推進する事業である。事業の目的は、主旨にあるように、地域ぐるみで子どもの基
本的生活習慣を育成する全国的な取組を調査し、実践地域の事例研究や生活リズムの向
上による効果の分析、検証等を行なうことである。 
そこで、このような事業の事業実績としては広報・啓発の実施や運動への取組、フォ
ーラムへの参加が挙げられている。そして、事業の直接的な効果として、運動の意義に
ついての周知やメディアでの広報啓発の推進、さらには学校や家庭での取組の推進、と
なっている。こうした流れをへて、事業目的達成度は、全県での推進（子ども、保護者）、
地域団体による運動の推進につながっている。作成上のポイントにあるように、この事
業は広域的に行なうことに意義をおく事業であるので、事業目的達成度も全県的な推進
の成果を分析するように設定されている。 
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 この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
（萩屋　勇）
事業目的
達成度
　事業目的達成度は、市町村に設置された家庭教育支援チーム数を取ることも考
えられ、そちらの方が明確であるが、事業としては、設置された支援チームが地
域に周知され、活用されるかが重要なので地域への定着度とした。
　したがって、支援チームの設置数及び設置率は、施策の柱である「地域におけ
る家庭教育支援施策の充実支援」においては「評価の視点」とすることが考えら
れる。個々の事業の目的達成度と「施策の柱」の評価指標が同一にならない場合
もある。
相談件数と地
域への周知
問題が解決し
たと感じた人
の数
支援チームの
存在を知って
いる地域の人
の数
家庭教育支援
チームに住民
が相談
相談件数
支援チームの
活動の地域へ
の定着
相談件数、講
座実施回数
支援チームに
相談したこと
により問題が
解決
事業の直接
的な効果
支援チームが
地域において
活動
支援チームの
地域への周
知・認知
事業
概要
小学校区ごとに家庭教育支援チームを設置する。
支援チームは子育てサポーターリーダーを中心とし、保健士、保育士等専門
家を配置し具体的な質問に応えられるような体制とする。
効果向上のための取組
事業実績 家庭教育支援チームの設置
家庭教育支援
チーム設置の
広報
主旨 子どもと親だけの家庭における子育ての悩みを解消するために地域に子育て支援の組織「家庭教育支援チーム」を設置する。
設置数／学区数 広報の実施
中項目 （１）　地域における家庭教育支援施策の充実支援
小項目 １　地域における家庭教育支援のための基盤形成
 
【図４ 基盤形成フロー図】 
－ 30 －
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
（萩屋　勇）
他の機関と連携
して事業を実施
活用した市町村
割合（活用市町
村数／市町村
数）
従来のものに対
して今回のプロ
グラムを評価し
た担当者の割合
プログラムを活
用した新規事業
の実施
家庭教育につい
て事業参加者が
理解
中項目 （１）　地域における家庭教育支援施策の充実支援
小項目 ２　家庭教育プログラム開発事業
主旨 市町村における、新しい家庭教育に係る学習プログラムを開発し、市町村への普及・啓発を図る。
開発したプログ
ラム数
事業
概要
対象　県内の市町村教育委員会
内容　①学習プログラムの開発
　　　②家庭教育プログラム集の作成
効果向上のための取組
事業実績
市町村担当者へ
の開発プログラ
ムの利用方法の
説明
市町村へのプロ
グラム集の配布
事業の直接
的な効果 市町村での活用
市町村担当者の
評価
市町村におけるプログラムの改善を目指した取組なので、目的の達成度は「開発プログラ
ムの新規事業への活用」ということで、「活用されたプログラム数」を指標とすることが
できる。一方で効果の上がるプログラムを開発することがこの事業の目的でもあるので、
学習者の家庭教育への理解度が上がるなどの変容も指標になりえる。
資料を参考にし
た市町村での従
来プログラムの
改善
何らかの形でプ
ログラムが改善
された数
活用されたプロ
グラム数
家庭教育に対し
て理解した参加
者の数
他の機関と連携
して行った事業
の割合
事業目的
達成度
 
【図５ プログラム開発フロー図】 
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 （坂本　馨）
施策の再構築時に
中心的役割を担っ
た修了者数
修了者の再構築へ
の取組
家庭教育支援施策
の必要性の理解
研修内容の満足度
と理解度
研修会の修了
市町村実施講座内
容の改善への取組
市町村での再構築
への取組
悩みが減少した参
加者数と意識向上
度
中項目 （１）　地域における家庭教育支援施策の充実支援
国及びＡ県が推進する社会教育施策、特に家庭教育支援施策の重要性と必要性について理
解を深めるとともに、市町村における家庭教育支援施策の再構築に寄与する。
小項目 ３　社会教育関係職員研修「家庭教育支援施策」
主旨
家庭教育支援施策の推進に、国と県、市町村が連携して取り組んでいる。その中で、県は、社
会教育関係職員の資質の向上を図る研修を実施し、市町村の家庭教育の推進を支援している。
事業目的達成度については、研修会修了者の家庭教育に対する理解の深まりや悩みの解消等
が、市町村での施策の再構築等でどのようにフィードバックできるかに視点をあてて評価指標
を設定した。
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
広報の取組状況
（県ＨＰ等）
市町村の事業実施
の拡大
市町村の事業実施
の成果の広がり
事業の直接
的な効果
事業目的
達成度
参加者数と所属市
町村数
修了者数と修了率
事業
概要
活発な研修活動の
展開
市町村の社会教育関係職員を対象にした研修全１０回、うち家庭教育支援施策をテーマに
した研修会（家庭教育支援担当者対象）を４回実施。
市町村職員の研修
会への参加 広報・啓発の状況事業実績
効果向上のための取組
研修内容の工夫
ワークショップの
有無
市町村での新規事
業への取組
研修機会での参加
者の発言回数
参加者の家庭教育
推進に関わる悩み
の解消
市町村の実施事業
数の増減
事業成果をあげた
ととらえている市町
村数
研修会参加後に講
座内容を改善したプ
ログラム数
参加市町村におけ
る新規事業数
研修会参加後に施
策の再構築に取り
組んだ市町村数と
市町村率
 
【図６ 職員研修フロー図】 
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 この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
（坂本　馨）
主旨
家庭教育支援施策を検討するための基礎資料として用いるために、子どもの生活リズムの
現状について把握するとともに、子どもの生活リズムを向上させるための具体的な方策に
ついて調査研究を行う。
報告書を活用した
研修会数
中項目 （１）　地域における家庭教育支援施策の充実支援
小項目 ４　家庭教育支援のための調査研究
報告書の研修会等
での活用
事業
概要
学識経験者等による調査研究委員会を設置し、調査研究を行う。調査研究委員会は年６回
程度開催し、調査研究の成果を報告書等にまとめる。報告書等は市町村に配布するととも
に、研修会等で使用する。
事業の直接
的な効果
調査研究の結果・
成果のＷｅｂ上での
公開
調査内容を理解した市
町村担当者の割合と
満足度
事業実績 報告書（調査研究の成果）の作成
報告書の作成の有
無
報告書のＷｅｂ公開
の有無とアクセス件
数
報告書の配布
報告書発行数
課題を解決する方法を
得られた市町村数
課題解決方法の理解、
習得
調査内容に対する理
解と満足度の高まり
事業目的
達成度
研究成果の市町村
事業での活用
研究成果の市町村施
策再構築での活用
研究成果が市町村で
事業に生かされた数
本事業では、全市町村での家庭教育の推進を図るために、家庭教育支援のための調査研究の成
果を県がまとめ、市町村に提供し、市町村での活用を推進していく。事業目的達成度について
は、調査研究の成果の活用にポイントをおいて評価指標を設定した。特に、市町村家庭教育施
策の再構築にどれほど貢献できたかという点に視点をあてた。
調査研究の成果を生
かして施策の再構築を
行った市町村数
 
【図７ 調査研究フロー図】 
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 （坂本　馨）
県の役割としての先駆的・モデル的事業等の成果の普及に視点をあてて評価指標
を設定した。成果物等をただ配布するのではなく、研修会をとおした啓発や機
関・団体等へのアプローチも目標達成へのプロセスとして位置づけた。その利活
用により市町村の施策に反映されるところに事業目的達成度を設定した。
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
成果の活用が市町
村の家庭教育支援
施策の再構築に反
映された市町村数
モデル事業のプロ
グラムを活用して実
施した事業数と市町
村・機関・団体数及
び市町村の率
成果を活用して施
策の再構築等に取
り組んだ市町村数と
市町村の率
成果の活用による
市町村の家庭教育
支援の推進
啓発資料をテキスト
として利用した事業
数
成果を事業の再構
築に活用
成果を内容とした研
修会の実施回数や
参加者数
成果を機関・団体等へ普
及・アプローチした数（実
際に配布等をした数／
対象の機関・団体数）
取組の成果の理解
モデル事業のプロ
グラムを事業で活
用
啓発資料をテキスト
として活用
成果（物）が役に立
つと考えた市町村
や機関・団体数，市
町村の率
事業の直接
的な効果
事業目的
達成度
主旨 県において取り組む先駆的・モデル的事業等の成果を市町村に普及し、新たな取組を喚起する。
事業
概要
県が実施する各種先駆的・モデル的事業の成果をプログラム集にまとめて配
布したり、県教育委員会のホームページに掲載したり、研修会で成果を周知
したりすることで、先駆的・モデル的事業とその成果を市町村に普及する。
先駆的・モデル的事
業等の成果物等の
配布
事業実績
先駆的・モデル的事
業等のＷｅｂ上での
広報
プログラム集等の
Ｗｅｂ上への掲載件
数
プログラム集等の
配布数
成果を研修会の内
容として実施
成果を機関・団体等
へ普及
中項目 （１）　地域における家庭教育支援施策の充実支援
小項目 ５　先駆的・モデル的事業等県の取組の成果普及
 
【図８ 先駆的普及フロー図】 
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 （坂本　馨）
中項目 （４）　広域的事業の実施
小項目 １　早寝早起き朝ごはん推進運動の展開
メディアを活用し
た広報啓発の実施
学校、ＰＴＡ、子ども会、自治会、町内会など関係団体が連携し、早寝早起き朝ごはん推進運
動を実施することで、地域ぐるみで子どもの望ましい基本的生活習慣を育成する。
電話件数や説明会
の実施回数
１　先進地域の事例等をまとめた冊子を作成し、あわせて各種メディアを活用して、団体等と
　　の連携を図りながら事業の広報啓発を図る。
２　フォーラムを実施することで、県全域にわたる推進運動の拡大を図る。
主旨
事業実績 冊子等による広報啓発活動の実施
説明会や電話等に
よる普及活動の実
施
事業
概要
事業の直接
的な効果
運動の意義・主旨
についての周知
学校での取組の推
進
冊子等の配布数 県域メディアでの広報啓発回数
団体の運動への取
組
啓発フォーラムの
実施
運動へ取り組んだ
市町村，ＰＴＡ，
ＮＰＯ等の団体数
啓発フォーラムへ
の参加者数と実施
回数
地域や団体の取組
の推進
家庭での取組の推
進
運動の意義・主旨
についての県民や
保護者の周知度
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
推進運動に取り組
む学校数
子どもの生活リズ
ム向上に取り組ん
だ家庭数
運動を推進する地
域や団体の数と活
動回数、活動した
人数
早寝早起きをした
り，朝ご飯を食べ
るようになったり
した子どもの（県
平均の）増加率
運動を推進する地
域や団体の割合
本事業は、地域ぐるみで子どもの望ましい基本的生活習慣を育成するための県民
運動として全県での実施とする。広域で実施することにより地域差のない全県に
わたる事業の推進が可能となる。事業実施に当たっては、各種メディアを有効活
用し、団体等とも連携しながら運動の効果的な推進を図ることに視点をおいて評
価指標を設定した。事業目的達成度については、実施の成果に係る県平均の増加
率等を評価指標としてあげたが、県政世論調査の質問項目に入れて目的達成度を
測ることも有効である。
子どものよい生活
リズムが習慣化し
たことを感じる保
護者の比率
子どもの生活リズ
ム向上の取組の全
県での推進（保護
者向け）
事業目的
達成度
子どもの生活リズ
ム向上の取組の全
県での推進（子ど
も向け）
地域や団体による
運動の推進
 
【図９ 早寝早起フロー図】 
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 （坂本　馨）
「おてつだいちょ
う」を活用した取
組を行う市町村数
（学校数）
全県にわたって子どもの生きる力の育成や家庭の教育力の向上を図るため、
おてつだいちょうを作成し、広域的に普及することとした。そこで、おてつ
だいちょうの活用を生きる力の育成や家庭教育の充実につなげることにポイ
ントをおいて評価指標を設定した。
家庭で親子の関わ
りを持つ時間
市町村（学校を含
む）での取組への
広がり
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
事業目的
達成度
家庭での親子の関
わりの増加
おてつだいちょう
の利用・活用率
事業の直接
的な効果
保護者の理解の深
まりの増加
家庭でお手伝いへ
の関わり増加
子どもにとってお
手伝いが必要だと
理解した保護者の
数
おてつだいちょう
の活用状況
子どもが家庭でお
手伝いを行った回
数の増減と家事を
教えた保護者の数
おてつだいちょう
の作成配布数
保護者の認知度・
周知度
普及アプローチ数
（実際に配布をし
た数／対象の機
関・団体数）
広報の取組状況
（ラジオ、ＨＰ
等）
おてつだいちょう
の団体等への周知
中項目 （４）　広域的事業の実施
小項目 ２　お手伝い推進事業
事業実績
おてつだいちょう
の保護者への周知
主旨
就学時に教育への関心が高まることを契機として、小学校１年生全員に「おてつだいちょ
う」を配布し、家庭でのお手伝いを奨励する。この子どもの生活体験の奨励をとおして親
子の関わりを深め、子どもたちの「生きる力」を育成するとともに、家庭の教育力の充実
を図る。
事業
概要
対象－Ａ県内の全小学校１年生全員に配布し、親子で活用する。
内容
・おてつだいちょうの作成・配布・活用（学校を通じて配布、家庭・学校で活用）
・おてつだいちょうの広報・啓発
広報・啓発の状況
効果向上のための取組
おてつだいちょう
の作成・配布
 
【図10 おてつだいちょうフロー図】 
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 （萩屋　勇）
事業の目的を考えたとき、電話相談実施により、家庭の問題解決がなされるということ
がこの場合目的であると考えられる。一方で計画全体からこの事業を見たとき「広域的
事業の実施」という施策の柱の中に位置づけられた事業であるので、このような機関が
身近に存在し、家庭教育上の課題解決の一助になることが周知され、認知されることが
事業目的達成度とした。指標としては、県内で相談者がどのように分布しているかを調
べることで、県内での周知度を明らかにする。
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
事業目的
達成度
県民の認知
度・周知度の
上昇
相談者の満足
度の上昇
相談者の地域
分布
再相談者の
数、問題が解
決したという
感想を持った
相談者の数
相談数の前年比
相談者の地域
分布
事業の直接
的な効果
新規相談件数
の増減
相談数の前年比
保護者等の認
知度・周知度
向上
県民の認知
度・周知度の
向上
事例集の作成
主旨
配布冊数
事業
概要
①家庭教育電話相談事業の周知　窓口があることをメディアを活用し周知す
る。
②相談体制　相談員による電話体制（毎日９時～２４時）
　　　　　　精神科医、臨床心理士による特別相談の実施
事業実績 広報活動の実施
中項目 （４）　広域的事業の実施（県の役割）
小項目 ３　家庭教育電話相談事業
幼児や児童生徒を持つ保護者等からの教育や子育てに関する幅広い内容の相
談に対応する電話相談を行う。
相談件数の前
年比
実施回数・パ
ンフレット配
布数等
子育て中の親
が電話相談に
悩みを相談
効果向上のための取組
 
【図11 電話相談フロー図】 
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 この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
（萩屋　勇）
啓発資料配布は、市町村、保護者、団体等に対して効果を及ぼしており、それぞれ
から事業の直接的な効果（たとえば啓発資料を活用した事業の実施など）が生じる
ことが考えられる。啓発資料を活用した家庭における課題の解決が、この計画の事
業目的として終わるフロー図も間違いではないと思われる。今回は家庭教育がどの
ようなものかわかる資料作成と、家庭教育によって家庭における問題が解決すると
いうことを県民が理解することを最終的な達成目標とした。計画体系における中項
目「広域的事業の実施」の評価の視点を考えた時、市町村との連携、県民並びに自
治体担当者への家庭教育の啓発がどのくらい進んだかを事業の成果として取る必要
があるので、今回は「市町村において家庭教育の周知が進展」するをあえて最終的
な指標に位置づけた。
市町村等
事業
概要
中項目 （４）　広域的事業の実施
小項目 ４　家庭教育啓発資料の発行
主旨
共働き家庭が増加し、家庭教育について学ぶ機会の少ない親が増加してきてい
る。また、核家族化の進展により、家庭教育に関する情報が不足し子育てに不
安を持つ親が増加してきている。家庭教育についての学習機会を持ち、家庭教
育への重要性を理解してもらうため、啓発用の資料を作成し配布する。
家庭教育啓発資料を作成しすべての親が参加する就学時健診、小学校入学説明
会において配布する。また、関係団体機関等に対しても配布を行い、家庭教育
の学習機会を設けてもらう。
図版などを盛り込み読みやすく、分かりやすい内容とする。
発行部数　３万部
配布方法　小・中学校で児童・生徒に配布する。
啓発資料を活
用した保護者
保護者等 団体等
啓発資料を活
用した家庭教
育事業の実施
家庭教育啓発
資料の作成・
配布
県民へのＰＲ
活用した保護
者／配布した
保護者の数
実施回数
効果向上のための取組
啓発資料を事
業に活用した
市町村
活用した市町
村数
配布冊数
普及アプロー
チ数
実際に配布し
た数／対象の
機関・団体数
家庭教育が何
かを知ってい
る保護者の数
啓発資料の認
知度の向上
課題を解決し
た保護者
事業参加者の
満足度
事業実績
事業の直接
的な効果
市町村におい
て家庭教育の
周知が進展
啓発資料の存
在を知ってい
る保護者の数
事業目的
達成度
啓発資料を事
業に活用した
団体の評価
家庭における
課題の解決
 
【図12 啓発資料フロー図】 
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 （萩屋　勇）
広報回数
子育て情報の
提供を県内市
町村に依頼
登録者が情報を
活用し育児サー
クル等に参加
登録者が育児
情報を利用
依頼に応えた
市町村数
広域的な子育
て情報提供シ
ステムとして
機能
子育て不安が解
消
情報が役に立っ
たと感じた利用
者の数
参加者の内メー
ルマガジンに登
録者数の割合
（登録者数／
サークル等参加
者数）
利用率（情報
を見た人／登
録者数）
施設使用者の
内メールマガ
ジンに登録者
数の割合（登
録者数／施設
利用者）
事業参加者中
のメールマガ
ジン登録者数
の割合（登録
者数／事業参
加者数）
市町村提供の
情報数の増減
市町村からの
情報提供があ
り提供情報増
配信数 登録者数
この事業の最終的な達成目標は、このシステムを活用し、子育て中の親の育児不安
が解消されるということ及び市町村が情報提供をすることでシステムが充実し、ア
クセス件数が増大するという信頼のおけるシステムになることと思われる。ここで
は、施策の柱が「広域的事業の実施」なので個々の市町村で対応しきれない事業、
連携を必要とする情報提供のシステム構築と情報発信を目的の達成度に位置づけ
た。
この事業のフロー図作成上のポイント・留意事項等
事業実績
事業の直接
的な効果
事業目的
達成度
実際に育児情
報を見た登録
者の数
登録者が情報
を活用し施設
を利用
登録者が情報
を活用し育児
講座等に参加
小項目 ５　子育て情報メールマガジンの発行
中項目 （４）　広域的事業の実施
子育てメール
マガジンにつ
いて広報誌等
による周知
事業
概要
子育て情報を簡単に入手しやすい方法で提供し、育児不安を解消する。
従来の広報紙のみでなく、近年普及が著しいパソコン、携帯電話にメールマガ
ジンとして子育て情報を配信することで多くの人に情報を配信する。
家庭教育関連情報をメールマガジンとして提供する。
提供する情報：講座、イベント情報、子育てサークル情報、乳幼児健診情報
　　　　　　　子育てQ＆A、子育て支援施設情報等
更新時期　　：月２回
主旨
効果向上のための取組
情報の配信
子育て情報
メールマガジ
ンの発行
 
【図13 メルマガフロー図】 
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 ここでは、（１）（２）の中項目について、それぞれ１つずつの小項目しかふれなかっ
たが、図９～13をみるとわかるように、事業実績から事業目的達成度に至る過程は一様
ではなく、２つ、あるいは３つに分岐するなど多様な進み方がある。また、参加者を募
って行なうような事業の場合と調査研究やプログラム開発のような事業の場合でも、事
業実績等のフローは異なる点がある。しかし、いずれにおいても共通しているのは、事
業実績は事業そのものの活動の実績であって、事業の直接的な効果や事業目的達成度に
進むほど、事業実績で示されたことの利用や活用、普及、理解、定着等にかかわる内容
の項目となることである。 
なお、図２の評価体系の小項目のセルには、このようにして分析したそれぞれの事務
事業のフロー図の「事業実績」および「事業の直接的な効果」の指標を記載する。 
 
 
手順３ 中項目（施策の柱）の「評価の視点」、「評価指標」と仮目標の関係の
検討 
 
小項目（事務事業）の達成目標の評価指標等をもとにして中項目（施策の柱）
の「評価の視点」「評価指標」を作成する。それによって、「施策の柱」の仮目標
を評価できるかどうかを検討する。評価しにくいときは、「施策の柱」の仮目標を
再検討する。 
 
 
まず、中項目（施策の柱）の評価の視点と評価指標を作成する。そのため、手順２で
行なった事務事業のフロー図作成の中で出された「事業実績」「事業の直接的な効果」「事
業目的達成度」のすべての評価指標を洗い出すことから始める。 
図14は、図２の計画体系に示された全事務事業の分析作業の中で作成されたすべての
評価指標を「事業実績」「事業の直接的な効果」「事業目的達成度」ごとに一覧にしたも
のである。これらの評価指標を俯瞰し、計画体系の（１）から（４）の中項目（施策の
柱）ごとに「評価の視点」ならびに「評価指標」を作成する。 
「評価の視点」あるいは「評価指標」作成の具体的な方法は、例えば「（１）地域にお
ける家庭教育支援施策の充実支援」でいえば、（１）の横の枠内に示されているすべてま
たは一部の評価指標をまとめることができる視点や指標を一覧の中から選択するか、あ
るいは一覧にある指標やその視点をまとめることのできる新たな視点や指標を作成する
ことである（次ページ「参考：大項目、中項目、小項目間の評価指標の関係」を参照）。
ここでの評価の視点や評価指標は１つでなくてもよい。いくつかの指標を部分的にまと
められるものであれば、２つ以上の評価の視点や評価指標を作成すればよい。 
このようにして中項目の評価指標を選択（あるいは作成）する条件については、単純
性（わかりやすいこと）、整合性（他の項目と矛盾しないこと）、包括性（関連する下位
項目がある場合には、それらをすべてカバーできること）、測定可能性（当該の項目かあ
るいは下位項目で、達成度等を調べられること）がある。（P15参照） 
このような方法によって、「（１）地域における家庭教育支援施策の充実方策」の評価
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の視点を、図14にあるように「地域の家庭教育支援体制ができたか」「市町村の家庭教育
支援施策・事業が充実したか」とした。また、図15の評価体系では、この２つの評価の
視点とともに、「支援チームの設置率」、「開発プログラムの活用事業数」等の評価指標を
示している。さらに、これらの評価の視点、評価指標によって当初設定した「施策の柱」
の仮の達成目標を評価できるかを検討した結果、問題なしと判断し、図15に示した通り
となった。 
もう一つ、「（４）広域的事業の実施」の評価を例にみてみよう。（１）の場合と同様に、
図14の評価指標の洗い出し一覧をもとにして、この施策の柱の評価の視点を５つ作成し
ている。すなわち、「広域的に利活用が図られているか」「県全体で子どもの生活リズム
の習慣化が図られているか」「市町村の家庭教育施策・事業が充実したか（再掲）」「市町
村の協力を得た展開がされているか」「子育てに関する相談及び対応の内容を県・市町村
で共有できたか」の５項目である。図15では、この視点に基づく評価指標を小項目の評
価指標から選択、あるいは新たに作成して示している。 
さらに、これらの評価の視点と評価指標によって当初設定した「施策の柱」の仮目標
を評価できるかどうかを検討した。当初設定した仮の達成目標には、電話相談や情報提
供を通じた家庭の教育力の向上は示されているものの、評価の視点にある市町村と協力
した事業展開や市町村の施策、事業の充実の観点が薄いことから、その点を加えるべく
仮目標の修正を行なった（図15の(A)、修正１回目）。この修正後の達成目標と評価の視
点を再度対応させて検討を重ねた結果、修正１回目の達成目標には評価の視点にある「県
全体での子どもの生活リズムの習慣化を図る」ことに関する内容が示されていないこと
から、この内容を追加する再修正が必要と判断した。その結果、達成目標を再度修正し
て図15の(B)にあるような内容とすることにした（修正２回目）。 
なお、ここでは説明は省略したが、施策の柱の（２）及び（３）においても、評価の
視点、評価指標を作成したのち、仮目標との検討を行なった結果、図15の矢印で示した
修正を行なった。 
以上のように、評価体系の中で選択、作成された評価の視点、評価指標と計画体系の
達成目標の整合性を図ることが、評価を前提とした計画策定には不可欠なことといえる。 
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図１４　「家庭教育力向上の支援」　評価指標洗い出し一覧
計画体系 事業実績 事業の直接的な効果 事業目的達成度
(1) 地域における家庭教育支援施策の充実支援（対市町村）
１ 地域における家庭教育支援のための基盤形成 支援チームの設置率(設置数/学区数)
家庭教育支援チームに住民が相談
（相談件数）
支援チームが地域において活動
（相談件数、講座実施数）
支援チームの地域への周知・認知
(支援チームの存在を知っている地
域の人の数）)
支援チームに相談したことにより問
題が解決
（問題が解決したと感じた人の数）
支援チームの活動の地域への定着
（相談件数と地域への周知）
　内容：小学校区毎に家庭教育支援チームの設置支援
２ 家庭教育プログラム開発事業 市町村へのプログラム集の配布（開発したプログラム数）
市町村での活用割合
（活用市町村／市町村数）
資料を参考にした市町村での従来
プログラムの改善（何らかの形でプ
ログラムの改善された数）
プログラムを活用した新規事業の実
施（活用されたプログラム数）
家庭教育について事業参加者が理
解（家庭教育に対して理解した参加
者の数）
　内容：市町村の家庭教育に関する学習プログラム開発
市町村担当者の評価
（従来のものに対して今回のプログ
ラムを評価した担当者の割合）
他の機関と連携してぃ事業を実施
（他の機関と連携して行った事業の
割合）
３ 社会教育関係職員研修「家庭教育支援施策」 参加者数と所属市町村数 修了者数と修了率 研修内容の満足度と理解度 施策の再構築時に中心的役割を担った修了者数 参加市町村における新規事業数 市町村の実施事業数の増減
　内容：市町村職員の資質向上の研修実施
ワークショップの有無 研修機会での参加者の発言回数 悩みが減少した参加者数と意識向上度
研修会参加後に施策の再構築に取
り組んだ市町村数と市町村率
研修会参加後に講座内容等を改善
したプログラム数
事業成果をあげたととらえている市
町村数
４ 家庭教育支援ための調査研究 報告書の作成の有無 報告書発行数 報告書を活用した研修会数 調査内容を理解した市町村担当者の割合と満足度
課題を解決する方法を得られた市
町村数
研究成果が市町村で事業に生かさ
れた数
調査研究の成果を生かして施策の
再構築を行った市町村数
　内容：家庭教育支援の施策・事業立案に有用な調査研究実施
報告書のweb公開の有無とアクセス
件数
５ 先駆的・モデル的事業等県の取組の成果普及 プログラム集等のweb上への掲載件数
成果を内容とした研修会の実施回
数と参加者数
成果(物)が役に立つと考えた市町
村や機関・団体数や市町村の率
モデル事業のプログラムを活用して
実施した事業数と市町村・機関・団
体数及び市町村の率
成果を活用して施策の再構築等に
取り組んだ市町村数と市町村の率
成果の活用が市町村の家庭教育支
援施策の再構築に反映された市町
村数
　内容：県が実施する各種事業の成果を市町村等に普及
プログラム集等の配布数
成果を機関・団体等へ普及・アプ
ローチした数(実際に配布等をした
数/対象の機関・団体数)
啓発資料をテキストとして利用した
事業数
(2) 家庭教育に関する団体・人材への支援（対団体・人材）
１ 子育てサポーターリーダー養成研修 研修の実施回数 研修への参加者数
サポーターリーダーの参加率（サ
ポーター参加者数/サポーター総
数）
研修参加者の満足度 研修参加者の理解度 サポーターリーダーの養成率（活動人数/養成人数）
支援チームへのサポーターリー
ダーの配置数（リーダーとしての活
動人数）
研修内容を用いて利用者対応をし
た件数
サポーター・リーダー同士が連携・
協力して問題・課題解決にあたった
数(回数)
サポーター活動に対する保護者等
の満足度
研修参加者が地域で新たなリー
ダーを育成した人数
　内容：市町村のサポーターリーダーの資質向上研修の実施
サポーターリーダーの養成数 参加者のうち支援チームで研修会・報告会を実施した人数
サポーターがコーディネートを行っ
た件数
２ ＰＴＡリーダー研修「家庭教育支援」 研修の実施回数 研修への参加者数 参加者の理解度 PTAが家庭教育支援に取り組む必要性を理解した人数
単位ＰＴＡ等で報告会・研修会を実
施した数
単位ＰＴＡ等で報告会・研修会を実
施した数の割合（実施数/ＰＴＡ総
数）
学校や地域との連携がなされた回
数
参加者がPTAのない学校に働きか
け、新たに立ち上げた数
ＰＴＡ活動に参加する保護者等の数
の増減
ＰＴＡ活動に参加する保護者等の数
の割合の増減（活動人数/保護者総
数）
　内容：ＰＴＡのリーダー層の資質向上研修の実施
PTA活動の重要性を理解した人数 PTA等の設置の必要性を理解した参加者数
研修内容を踏まえたＰＴＡ活動を検
討した数
研修内容を踏まえて新たなＰＴＡ活
動を実施した数 PTA活動に満足した保護者の割合
３ 子育て応援フェスタ（家庭教育振興大会） 実施回数 参加者数 参加団体数 参加者のうち、内容・課題等を理解した団体リーダー等人数
参加者のうち、内容・課題等を理解
した団体リーダー等の比率
参加者のうち自らの団体の役割を
認識した人数
参加者のうち所属団体等で研修会・
報告会を実施した人数
内容をもとに今後の活動について
話し合った団体数
PTA等で新しい取組を実施した団
体数
他の団体等との連携を図ることがで
きた事業数
　内容：家庭教育支援の関係者が一堂に会する研修の実施
参加者のうち、内容・課題等を理解
した保護者等の人数 参加した保護者等の満足度
保護者等がわが子への関わり方を
見直した人数
参加した団体が催した活動への参
加者数
４ 家庭教育電話相談員専門研修 研修会の実施 参加者数 参加率（参加者数/相談員総数） 研修内容の満足度 研修内容の理解度 受講後、相談の方法や内容の改善に取り組んだ相談員数
相談により保護者等の悩みが減少
した率 相談により問題解決した人数 リピーター数の増減 要相談、クレーム数の増減
　内容：家庭教育電話相談員のスキルアップ研修の実施
修了者数 修了率
(3) 先導的・モデル的事業の実施（県の役割）
１ 企業連携家庭教育出前講座事業 実施企業数 参加者数 実施回数 参加者の理解度 家庭教育の意味や重要性を初めて知った参加者の数
参加した保護者が家庭で内容を用
いた人数
参加者の家庭で親子の触れあう時
間の増減
取り組みについての他企業の理解
度
協力企業の家庭教育に関する取組
の増減
　内容：企業等へ家庭教育に関する出前型講座実施
協力企業(事業所)数 参加者のうちはじめて家庭教育について学んだ人数 先導的・モデル的な内容の有無
先導的・モデル的な方法、形態、取
り組み方の有無
２ 父親の家庭教育参加促進事業 実施回数 参加者数 参加者の満足度 参加者の理解度 父親のかかわりの重要性を理解した参加者数
参加者の父と子の触れあう時間の
増減
参加者の父親が学校行事等へ参加
した回数
参加後、父親が規範意識やマナー
などを意識して子どもと接するよう
になった人数
　内容：父親の意識啓発を内容とする講座実施
先導的・モデル的な内容の有無 先導的・モデル的な方法、形態、取り組み方の有無
３ 親子ふれあい交流事業 実施回数 参加者数 参加者のうち親子のふれあいの重要性を理解した人数
事業後、親子で事業について話題
にした親子数 参加者の満足度
参加した親子のうち親子の会話が
増えた親子の数
参加した親子のうち親子の絆が深
まったと感じた親子の数
参加後に親子でふれあう活動に今
まで以上に積極的に取り組んだ人
数
　内容：親子の共同体験を行う事業実施
先導的・モデル的な内容の有無 先導的・モデル的な方法、形態、取り組み方の有無
4 親子ふれあい職場探検事業 実施回数 参加者数 協力企業(事業所)数 家庭とは異なる親の姿を見せることの重要性を理解した数 親の仕事を理解した子どもの数 参加した親子の満足度
参加者の親子の触れあう時間の増
減
親の仕事について話をした参加親
子の数
働くことについて話をした参加親子
の数
実施企業で他の従業員の意識が変
化した率
　内容：親の職場見学会を実施
先導的・モデル的な内容の有無 先導的・モデル的な方法、形態、取り組み方の有無
(4) 広域的事業の実施（県の役割）
1 早寝早起き朝ご飯推進運動の展開 冊子の配布数 県域メディアでの広報啓発回数 運動へ取り組んだ市町村、ＰＴＡ、ＮＰＯ等の団体数
運動の意義・主旨についての県民
や保護者の周知度 推進運動に取り組む学校数
運動を推進する地域や団体の数と
活動回数，活動した人数
早寝早起きをしたり，朝ご飯を食べ
るようになった子どもの（県平均の）
増加率
運動を推進する地域や団体の割合
電話件数や説明会の実施回数 啓発フォーラムへの参加者数と実施回数
子どもの生活リズム向上に取り組ん
だ家庭数
子どものよい生活リズムが習慣化し
たことを感じる保護者の比率
2 お手伝い推進事業 おてつだいちょうの作成配布数 保護者等の認知度・周知度 おてつだいちょうの利用・活用率 子どもにとってお手伝いが必要だと理解した保護者の数
子どもが家庭でお手伝いを行った
回数の増減と家事を教えた保護者
の数
「おてつだいちょう」を活用した取り
組みを行う市町村数（学校数） 家庭で親子の関わりを持つ時間
　内容：「おてつだいちょう」を作成・配布し、活用の促進
普及アプローチ数(実際に配布をし
た数/対象の機関・団体数)
3 家庭教育電話相談事業
子育て中の親が電話相談に悩みを
相談
（相談件数の前年比）
保護者等の認知度・周知度向上
（相談数の前年比）
県民の認知度・周知度の向上
（相談者の地域分布）
新規相談件数の増減
（相談数の前年比）
相談事例集の活用回数
（配布冊数）
県民の認知度・周知度の上昇
（相談者の地域分布）
相談者の満足度の上昇
（再相談者の数、問題が解決したと
いう感想を持った相談者の数）
　内容：保護者等の家庭教育に関する相談に応ずる、相談事例集の発行
4 家庭教育啓発資料の発行 家庭教育啓発資料の作成・配布（配布冊数）
普及アプローチ数(実際に配布等を
した数/対象の機関・団体数)
啓発資料を事業に活用した市町村
（活用した市町村数）
啓発資料を活用した保護者
（活用した保護者／配布した保護者
数）
啓発資料を活用した家庭教育事業
の実施
（実施回数）
家庭における課題の解決
（課題の解決した保護者）
市町村において家庭教育の周知が
進展（家庭教育が何か知っている保
護者の数）
　内容：家庭教育の重要性を啓発する冊子を作成・配布
啓発資料の認知度の向上（啓発資
料の存在を知っている保護者の数）
啓発資料を事業に活用した団体の
評価
（事業参加者の満足度）
5 子育て情報メールマガジンの発行 情報の配信（配信数）
登録者が育児情報を利用
（実際に育児情報を見た登録者の
数）
登録者が情報を活用し施設を利用
（施設使用者の内のメールマガジン
登録者数の割合）
登録者が情報を活用し育児講座等
に参加
（事業参加者中のメールマガジン登
録者数の割合）
子育て不安が解消
（情報が役に立ったと感じた利用者
の数）
市町村からの情報提供増
（市町村提供の情報数の増減）
広域的な子育て情報提供システム
として機能（利用率）
　内容：家庭教育関連の各種情報をメールマガジンとして提供
子育て情報メールマガジンの発行
（登録者数）
登録者が情報を活用し育児サーク
ル等に参加（参加者の内メールマガ
ジンに登録している人の数）
中項目(施策の柱)の評価
の視点
　内容：子どもの生活リズム向上を目指す県民世論を喚起する事
業（パンフレット作成、メディア広告、フォーラム開催など）の
実施
地域の家庭教育支援体制
ができたか。
市町村の家庭教育支援施
策・事業が充実したか。
子育て支援、家庭教育支
援に関わる指導者・人材
の活動が充実したか。
PTAや子育てサークル、
子育て支援NPO等地域の
家庭教育支援団体の活動
が活性化したか。
家庭教育支援に係る先導
的・モデル的なプログラ
ムであったか。
さまざまな理由で学習機
会に参加しにくい保護者
等を対象に学習機会を提
供できたか。
父親の家庭教育参加を促
進できたか。
広域的に利活用が図られ
ているか。
市町村の家庭教育施策・
事業が充実したか。（再
掲）
市町村の協力を得た展開
がされているか。
県全体で子どもの生活リ
ズムの習慣化が図られて
いるか
子育てに関する相談及び
対応の内容を県・市町村
で共有できたか。
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【図１５　Ａ県　社会教育計画　「家庭の教育力向上の支援」にかかる施策体系と評価指標（策定終了段階）】
大項目 小項目 小項目 中項目 大項目
【施策及び施策の方向性】
（戦略的な目標）
【事務事業実施による「事業実績」の評価
指標】 【事務事業実施による「事業の直接的な効果」の評価指標】 【「施策の柱」（達成目標）の評価の視点と評価指標】
【「施策及び施策の方向性」（戦略的な目標）の評価の視点と評価
指標】
家庭の教育力向上の支援 家庭の教育力向上の支援
(1) 地域における家庭教育支援施策の充実支援 地域における家庭教育支援施策の充実支援
１ 家庭教育支援のための基盤形成
　内容：小学校区毎に家庭教育支援チームの設置支援
２ 家庭教育プログラム開発事業
　内容：市町村の家庭教育に関する学習プログラム開発
３ 社会教育関係職員研修「家庭教育支援施策」
　内容：市町村職員の資質向上の研修実施
４ 家庭教育支援ための調査研究
　内容：家庭教育支援の施策・事業立案に有用な調査研究実施
５ 先駆的・モデル的事業等県の取組の成果普及
　内容：県が実施する各種事業の成果を市町村等に普及
(2) 家庭教育に関する団体・人材への支援 家庭教育に関する団体・人材への支援
１ 子育てサポーターリーダー養成研修
　内容：市町村のサポーターリーダーの資質向上研修の実施
２ ＰＴＡリーダー研修「家庭教育支援」
　内容：ＰＴＡのリーダー層の資質向上研修の実施
３ 家庭教育振興大会　子育て応援フェスタ
　内容：家庭教育支援の関係者が一堂に会する研修の実施
４ 家庭教育電話相談員専門研修
　内容：家庭教育電話相談員のスキルアップ研修の実施
(3) 先導的・モデル的事業の実施 先導的・モデル的事業の実施
１ 企業連携家庭教育出前講座事業
　内容：企業等へ家庭教育に関する出前型講座実施
２ 父親の家庭教育参加促進事業
　内容：父親の意識啓発を内容とする講座実施
３ 親子ふれあい交流事業
　内容：親子の共同体験を行う事業実施
４ 親子ふれあい職場探検事業
　内容：親の職場見学会を実施
(4) 広域的事業の実施 広域的事業の実施
１ 早寝早起き朝ご飯推進運動の展開
　内容：子どもの生活リズム向上を目指す県民世論を喚起する事業
（パンフレット作成、メディア広告、フォーラム開催など）の実施
２ お手伝い推進事業
　内容：「おてつだいちょう」を作成・配布し、活用の促進
３ 家庭教育電話相談事業
　内容：親等の家庭教育に関する相談に応ずる、相談事例集の発行
４ 家庭教育啓発資料の発行
　内容：家庭教育の重要性を啓発する冊子を作成・配布
５ 子育て情報メールマガジンの発行
　内容：家庭教育関連の各種情報をメールマガジンとして提供
計　　画　　体　　系
○開発プログラムの活用事業率
○開発プログラムの活用市町村数
○開発プログラムに対する市町村担当者の満足度
○支援チームの活動依頼件数
○支援チームの活動回数(相談件数、講座数等)
○支援チームの活動への参加者数
中項目
【施策の柱】
（具体的な方向性）
小項目
【事務事業】
（具体的な取組）
○家庭教育支援チーム設置数
○家庭教育支援チーム設置率
○県が開発した新しいプログラム数
評　　価　　体　　系
○登録者数
○親等のメールマガジンの認知度・周知度
○研修内容の満足度
○研修成果の活用率
○研修参加により悩みが減少した参加者数
○調査研究(報告書)内容に対する市町村担当者の満足度
○同内容を理解した市町村の割合
○市町村が課題解決の方法を得た有無
○成果(物)が役に立つと考えた市町村数
○成果(物)が役に立つと考えた市町村の率
○参加者の理解度、満足度
○サポーターリーダーの養成率
○支援チームへのサポーターリーダーの配置数
○参加者の理解度
○ＰＴＡが家庭教育支援に取り組む必要性を理解した人数
○単位ＰＴＡ等で報告会・研修会を実施した数・割合
○ＰＴＡ等の設置や活動の重要性を理解した人数
○参加者のうち、内容・課題等を理解した団体リーダー等人数・比率
○同　自らの団体の役割を認識した人数
○同　内容・課題等を理解した保護者等の人数
○参加した保護者等の満足度
○登録者のうち、情報を活用して講座等参加、育児サークル等参加、施
設利用などをした人数
○同　情報を活用してはじめて講座等参加、育児サークル等参加、施設
利用などをした人数
○研修の参加者数
○研修参加者の所属市町村数
○報告書発行数
○報告書のweb公開
○研修会の内容とした有無
○普及アプローチ数(実際に配布等をした数/
対象の機関・団体数)
○研修への参加者数
○サポーターリーダーの参加率（サポーター
参加者数/サポーター総数）
○発行部数 ○保護者等利用者の満足度・理解度
○保護者等が内容を活用した人数
○家庭教育支援団体の満足度・理解度
○研修の実施回数
○研修への参加者数
○実施回数
○参加者数
○相談件数
○親等の認知度
○相談事例集の配布数、配布先
○新規相談件数の増減
○相談者の満足度
○県及び市町村の相談事例集のアクセス・問合せ数
○参加した親子の満足度
○家庭とは異なる親の姿を見せることの重要性を理解した数
○親の仕事を理解した子どもの数
○「おてつだいちょう」の作成配布数 ○子どもにとっておてつだいが必要だと理解した保護者の数
○子どもが家庭でおてつだいを行った回数の増減
○家事を教えた保護者の数
○参加者数
○協力企業（事業所）数
○研修内容の満足度
○研修内容の理解度
○受講後、相談の方法や内容の改善に取り組んだ相談員数
○参加者の理解度
○家庭教育の意味や重要性を初めて知った参加者の数
○参加者数
○修了率
○実施企業数
○参加者数
○参加者数
○協力企業（事業所）数
○実施回数
○参加者数
○パンフレットの配布数
○メディアでの広告回数
○フォーラムの参加者数
○県民運動の周知度
○県民の子どもの生活リズムの重要性の理解度
○参加者の満足度
○参加者の理解度
○父親のかかわりの重要性を理解した参加者数
○参加者の満足度
○参加者のうち親子のふれあいの重要性を理解した人数
○事業後、親子で事業について話題にした親子数
目　　的 手　　段
目　　的 手　　段
【達成目標】（修正なし）
　親・保護者に最も身近な地域において、家
庭教育をきめ細かく支援する体制整備に取り
組む。また、市町村が行う家庭教育支援のた
めの施策・事業を拡充するため、魅力的で効
果的なプログラムを開発するとともに、市町
村担当職員の能力向上のための研修や施策等
の立案のための調査研究を行う。さらに、県
において取り組む先駆的・モデル的事業等の
成果を市町村に普及し、新たな取組を喚起す
る。
【達成目標】（修正前）
　地域における家庭の教育力向上を支援する団
体・人材の活動等の一層の活発化のため、資質
や能力、専門的スキルの向上を内容とする研修
を実施する。
【達成目標】（修正前）
　先駆的・モデル的な取組として、さまざまな
理由で学習機会に参加できない親等を対象にし
た学習機会を実施するとともに、父親の家庭教
育への参加を促進するための機会を提供する。
【戦略的な目標】
　　①親等が身近な場所で学習できる環境を拡充する。
　　②家庭教育を支援する団体・人材の活動等が充実するよう支援する。
　　③地域で家庭教育を支援するしくみをつくる。り、市町村の施策の充実を図る。
　　④親等に対して、家庭教育に関する情報や資料を積極的に提供する。
　　⑤調査研究や先駆的・モデル的な事業を実施し、その成果を市町村等関係機関に普及する。
　　⑥県民やさまざまな団体・機関等が地域で子育てを支える意識を持てるようにする。
設　定　・　検　証
設 定 ・ 検 証
設 定 ・ 検 証
設　定　・　検　証
【評価の視点】
①地域の家庭教育支援体制ができたか。
②市町村の家庭教育支援施策・事業が充実したか。
【評価指標】
①支援チームの設置率、支援チームの活動依頼件数、支援チー
ムにより問題・課題が解決された件数、地域住民が支援チーム
に物資や労力を提供した人数
②開発プログラムの活用事業数、開発プログラムの活用市町村
数、新規事業に発展した数、成果を活用して施策・事業の再構
築に取り組んだ市町村数（率）
【評価の視点】
①保護者等が身近な場所で学習できる環境が拡充したか。
②家庭教育を支援する団体・人材の活動等が充実したか。
③地域で家庭教育を支援する市町村の施策が充実したか。
④保護者等に対して、家庭教育に関する情報や資料を積極
的かつ的確に提供できたか。
⑤調査研究や先駆的・モデル的な事業の成果を市町村等関
係機関に普及できたか。
⑥県民やさまざまな団体・機関等が地域で子育てを支える
意識を持てたか。
【評価指標】
①家庭数（保護者数）と県及び市町村の事業数の比率、親
子での地域行事や地域活動への参加状況
②地域で家庭教育支援に取り組む団体等の事業数、団体等
の事業に参加した保護者等数、県及び市町村の子育て事例
集の活用件数
③社会教育施策の重点施策として家庭教育支援を位置付け
ている市町村数
④資料や情報提供の満足度・活用度、子育てに関して適切
な判断や対応ができるようになった保護者等数、子育てに
関して信頼のおける情報源等の所在を持つ保護者等数
⑤開発プログラムの活用事業数、開発プログラムの活用市
町村数、新規事業に発展した数、成果を活用して施策・事
業の再構築に取り組んだ市町村数（率）
⑥家庭教育の重要性を理解した県民や団体等の数、子ども
が地域で見守られていると感じる保護者等の数
設 定 ・ 検 証
【達成目標】（修正前）
　個々の親を対象とする電話相談や情報提供な
ど、広域的に取り組むことがより効果的な事業
等を通じて、家庭の教育力の向上を図る。
【達成目標】（修正後）
　ＰＴＡ等地域における家庭の教育力を支援す
る団体のリーダー等の人材の資質や能力、専門
的スキルの向上を内容とする研修を通じて、その
団体・人材の活動等の一層の活発化を図る。
【評価の視点】
①家庭教育支援に係る先導的・モデル的プログラム、手法で
あったか。
②さまざまな理由で学習機会に参加しにくい保護者等を対象
に学習機会を提供できたか。
③父親の家庭教育参加を促進できたか。
【評価指標】
①先導的・モデル的な事業への参加者の満足度・理解度
②参加者数、家庭教育の意味や重要性を初めて知った参加者
の数、
③父親のかかわりの重要性を理解した参加者数、参加者の父
と子の触れあう時間の増減、参加後に親子でふれあう活動に
今まで以上に積極的に取り組んだ人数
【評価の視点】
①広域的に利活用が図られているか。
②県全体で子どもの生活リズムの習慣化が図られているか
③市町村の家庭教育施策・事業が充実したか。（再掲）
④市町村の協力を得た展開がされているか。
⑤子育てに関する相談及び対応の内容を県・市町村で共有で
きたか
【評価指標】
①メールマガジン登録者数（率）、登録者地域分布、情報等
を利活用した人数
②朝ご飯を食べるようになった子どもの県平均の増加率、早
寝早起きをする子どもの県平均の増加率、子どもの生活リズ
ムが習慣化したと感じる保護者等数、運動を推進する地域団
体の結成数
③開発プログラムの活用事業数、開発プログラムの活用市町
村数、新規事業に発展した数、成果を活用して施策・事業の
再構築に取り組んだ市町村数（率）（再掲）
④市町村において資料を活用した取り組み数、メールマガジ
ンへの情報提供市町村数
⑤県及び市町村の相談事例集のアクセス・問合せ数
【評価の視点】
①子育て支援、家庭教育支援に関わる指導者・人材の活動が充
実したか。
②ＰＴＡ、子育てサークル、子育て支援ＮＰＯ等地域の家庭教
育支援団体の活動が活性化したか。
【評価指標】
①サポーター活動に対する保護者等の満足度、サポーターが
コーディネートを行った件数、相談により保護者等の悩みが減
少した率
②研修等への参加者のうち、内容・課題等を理解した団体リー
ダー等の人数（率）、研修内容を踏まえて新たな活動を実施し
た団体数、ＰＴＡ活動に参加する保護者等の数の割合の増減
【達成目標】（修正後）
　先駆的・モデル的な取組として、さまざまな
理由で学習機会に参加できない親等に家庭教育
に関わる学習機会を実施するとともに、父親に
対しての家庭教育への参加促進を図る。
【達成目標】（修正１回目）
　広域的な家庭教育支援の取組として、家庭教
育に関わる情報提供や電話相談の利用を促進す
るとともに、市町村における施策、事業の実施
に寄与する。
【関連部局における家庭教育支援関連の取組】
＜子育て支援部局＞
　　○学童クラブ、児童館の設置拡大
　　○児童相談所や警察における相談機関の充実
　　○ファミリーサポーターの拡充
　　○子ども家庭支援センターの設置促進
＜労政部局＞
　　○ワークライフバランスの普及・啓発
＜医療・衛生部局＞
　　○小児・母子医療体制の充実
○子どもの学校外の活動場所数の増減
○相談機関の有機的連携の実績
○保護者等の労働時間の増減
○保護者等が子ども関わる時間の増減
○子育て支援フォーラムの実績・効果
○乳幼児健診等における学習機会提供等連携・協力事
業の実績・効果
【達成目標】（修正２回目）
　広域的な家庭教育支援の取組として、県民等
の子育てを支える意識を涵養するとともに、家
庭教育に関わる情報提供や電話相談の利用を促
進することを通じて、市町村における施策、事
業の実施に寄与する。
(A)
(B)
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手順４ 中項目（施策の柱）の目標と大項目（施策及び施策の方向性）の仮目
標の関係の検討 
 
手順３で必要に応じて修正された中項目の達成目標を実現することが、どのよ
うな流れで大項目の仮目標の達成につながるかを検討する。 
 
 
ここでは、計画体系の大項目と中項目の関係を改めて検討し、中項目の目標を達成す
ることによって、どのような経過をたどって、あるいはどのような筋道で大項目の仮目
標の達成に結びつくかを検討する。方法としては、事務事業の分析のようにフロー図を
活用する方法が有効である。この流れや筋道が描きにくい場合は、大項目の仮目標の再
検討を行ない、計画体系の整合性を図るようにする。 
なお、今回取り上げている事例（図15）においては、検討の結果、それぞれの目標間
のズレはないと判断した。 
 
 
手順５ 大項目（施策及び施策の方向性）の「評価の視点」「評価指標」と仮目
標の関係の検討 
 
手順３で作成した中項目（施策の柱）の達成目標の「評価の視点」「評価指標」
等をもとにして大項目（施策及び施策の方向性）の「評価の視点」「評価指標」を
作成する。それによって、「施策及び施策の方向性」の仮目標が評価できるかを検
討する。評価しにくいときは、仮目標を再検討する。 
 
 
中項目（施策の柱）の評価の視点等を作成したときと同様の考え方で、大項目（施策
及び施策の方向性）の評価の視点、評価指標を作成する。図15の評価体系の４つの中項
目のそれぞれの評価の視点、評価指標の中からこれらをまとめることのできる評価の視
点や評価指標を選択したり、あるいはそれらをまとめることのできる新たな評価の視点
等がないかどうかを検討し作成する。 
図15の事例分析では、上のような観点を前提として、可能な限り大項目（施策及び施
策の方向性）の仮の「戦略的な目標」の５項目に対応させながら評価の視点を作成した。
その結果が図15の評価体系の大項目にある①～⑥の６つの評価の視点と評価指標（主に
中項目の評価指標の中から選択されている）である。ここに設定された評価の視点で仮
の「戦略的な目標」を評価できるかどうかを検討したところ、③の評価の視点にみられ
る市町村の施策の充実への貢献にかかわる内容が当初の「戦略的な目標」にはみられな
かったため、③の目標の一部に修正を加えている。また、評価の視点では⑥に県民や団
体等の地域で子育てを支える意識の向上にかかわる項目が作成されているが、当初の目
標にはもともとこれにかかわる項目がなかったため、それにかかわる目標を⑥に追加し
た。 
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なお、このようにして評価体系の大項目の「評価の視点」及び「評価指標」と計画体
系の大項目の「戦略的な目標」の間のズレの修正が「戦略的な目標」を修正することだ
けでは済まない場合は、中項目の再検討や、場合によっては小項目まで立ち返って再検
討する必要がある。 
また、評価体系の中でも大項目になるほど、社会教育計画の他の施策や、その他の関
連部局等による施策実施による影響が大きくなる。家庭の教育力向上の支援にあっては、
子育て支援部局、労政部局、医療・衛生部局などの事業の成果を考慮する必要があるの
で、図15では、それらの関連事業を記載している。 
 
 
手順６ 大項目（施策及び施策の方向性）の評価の視点、評価指標の検討、全
体の整合性等の検討 
 
手順５で作成した大項目の評価の視点、評価指標が目標の達成度を評価するの
に妥当なものとなっているかを、再度検討する。また、計画体系と評価体系の全
体を通じて、その整合性、妥当性を検討する。 
 
 
ここでは、大項目の評価の視点、評価指標を含めて、施策体系の全体をチェックする。
問題がなければ計画策定は終了する。何らかの問題があれば、その問題の原因を探り、
該当する箇所（手順）に戻り、問題点が解消されるまで策定作業を繰り返す。 
 
 
手順７ 計画（施策、事業等）の評定 
 
社会教育計画全体、あるいは施策体系ごとに、計画された施策や目的、目標が
どれだけ達成できたかを事業の終了後に評定（評価）する。さらに、その結果を
事業改善や次期の計画策定に活用する。 
 
 
社会教育計画の策定は手順６で終了するが、計画の実施前に評定のための手順を整え
ておくことが肝要である。ここでは、評価体系で設定した評価指標をもとにして、社会
教育計画全体、あるいは施策体系ごとの評定を想定している。施策体系ごとであれば、
ここで示してきた「家庭の教育力向上の支援」についての評定ということになる。社会
教育計画にはこのほかにもいくつかの施策があるので、それぞれの施策体系ごとに評定
を行なってそれらをまとめることで、社会教育計画全体の評定が可能となる。 
施策体系の評定であれば、図15で示されている個々の評価指標を総合して可能な限り
定量化することで客観的な評定が可能となる。評価指標をまとめるには、個々の指標に
ついて基準値を設定して、それを100としたときの点数を算出すれば、それぞれを加算す
ることが可能である。基準値はある年の数値とすることもできるし、他の同規模の自治
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体やモデルとなる自治体、全国平均の数値を基準とすることも可能である。そのように
して指標をまとめていくことで、ここでの例であれば「家庭の教育力向上の支援」の目
的達成度を算出して評価することが可能となる。 
評定の段階は３段階や５段階などが用いられることが多い。５段階（Ａ～Ｅ）であれ
ば、例えば次のようなものがある。 
 
Ａ：施策の目的が十分達成されている 
Ｂ：施策の目的がかなり達成されている 
Ｃ：どちらともいえない 
Ｄ：施策の目的があまり達成されていない 
Ｅ：施策の目的が達成されていない 
 
このような評価を行なうことで社会教育計画の目的達成度を的確に判断することがで
きるようになり、計画実施上の問題点や改善点の洗い出しや計画そのものの問題点の分
析を通じて、次期の社会教育計画の向上が期待できる。 
（原 義彦） 
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＜参考 大項目、中項目、小項目間の評価指標の関係＞ 
各項目間の評価指標の関係を示すとおおよそ下の図のようになる。小項目の評価指標
の中から中項目の目標を評価するに適するものが選択される。例えば、小項目の評価指
標 C1が中項目の評価指標 B1となる、小項目の評価指標 C8と C9をまとめることができ
る新たな指標が中項目の評価指標 B4となる、小項目の評価指標でない Q1の指標が中項
目の B3になることもある。中項目の指標と大項目の指標も同様の関係にある。 
 
 
                    指標 A1 指標 A2 指標 A3 
 
 
 
                     指標 B1 指標 B2 指標 B3 
                                        指標 B4 指標 B5           評価指標以外の指標 P1  P2  P3  
 
 
 
 
                 指標 C1 指標 C2 指標 C3  指標 C4 指標 C5 
                指標 C6  指標 C7 指標 C8  指標 C9 指標 C10        
                                    評価指標以外の指標 Q1  Q2  Q3 
 
大項目  
中項目  
小項目  
 
【図16 項目間の評価指標の関係】 
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第４章 生涯学習・社会教育に関する政策
の評価の国際的動向 
 
 
 
 
 
第４章 生涯学習・社会教育に関する政策の評価の国際的動向 
 
 
生涯学習・社会教育に関する政策評価の例として、本章では欧州連合（ＥＵ）とカナダ
の事例を紹介する。 
 
 
第１節 ＥＵにおける生涯学習政策評価 
 
ＥＵは、1990年代後半から、中東欧の旧社会主義諸国へのＥＵ拡大も視野に入れながら
「知のヨーロッパ」の構築を目指し、「生涯学習」の概念の普及に力を入れてきた。1999
年5月に発効したアムステルダム条約では、前文で生涯学習を発展させることをＥＵの目標
として明示された。翌2000年３月にポルトガルのリスボンで開催された欧州首脳会議では、
ＥＵを持続的経済発展の可能性のある、「世界で最も経済的競争力の高いダイナミックな知
識基盤型経済」とすることを目指し、生涯学習の普及による人材開発と就労支援への投資
を拡充する方針を打ち出した。このとき決定された2010年までの教育と職業訓練の改善の
ための具体的戦略は「リスボン・ストラテジー」と呼ばれている。リスボン・ストラテジ
ーは、ＥＵの経済的競争力を高めるための人材養成が強調されすぎていることが批判され、
後にヨーロッパの市民性と社会的結束を高めることが生涯学習の目標として加えられた。
そして、教育と職業訓練の分野では、１）教育システムの質と効率、２）教育へのアクセ
ス、３）より広い世界に開かれた教育システムの３領域について13の戦略的目標が打ち出
された。 
加盟各国やＮＧＯ等による論議を経て、2001年11月には、欧州委員会通達として「欧州
生涯学習圏―知識基盤型経済・社会においてヨーロッパの人々をエンパワーする」を発表
し、欧州のすべての市民が、さまざまな学習環境、職場、地域、国の間を自由に移動し、
自らの知識と能力を最大限に発揮する力を身につけることのできる、豊かで差別のない、
寛容で民主的な欧州を目指す「欧州生涯学習圏」の創設を提案した。2002年６月には、「生
涯学習に関する閣僚会議決議」が採択され、ＥＵ加盟国に対し生涯学習振興のための総合
的戦略を策定することが勧告された。その際、優先的に取り組むべき課題として（１）社
会的統合の手段として年齢に関わりなくすべての人への学習機会の提供、（２）ＩＴスキル、
外国語、テクノロジー文化、起業家精神、社会性などの知識と技能の習得と更新の機会提
供、（３）生涯学習の発展に資する教員・指導者の養成、採用と研修、（４）フォーマル、
ノンフォーマルならびにインフォーマルな学習成果の効果的な認定、（５）広域にわたる質
の高い生涯学習情報の提供と相談、（６）生涯学習分野で活動する様々な部門との協働の６
点が挙げられた。 
上記のうち（２）に関しては、ＥＵ非加盟国を含む欧州31カ国の参加のもとに検討が行
われ、2005年11月には、「生涯学習のためのキー・コンピテンシー」として発表された。欧
州のすべての成人が学び、維持・更新すべきコンピテンシーとして、①母語によるコミュ
ニケーション、②外国語によるコミュニケーション、③数学・科学・技術のコンピテンス、
④デジタル・コンピテンス、⑤学び方の学習、⑥人間関係、異文化間・社会的コンピテン
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スならびに市民としてのコンピテンス、⑦起業家精神、⑧文化的意識の８項目が定められ、
各国の義務教育終了時までにこれらの教育を導入することが勧告された。 
ＥＵでは「リスボン戦略」の進捗状況を毎年公表している。これが、ＥＵの生涯学習政
策評価に相当する。その評価のために、2003年には、教育と職業訓練の分野において2010
年までに改善すべきＥＵの数値目標（ベンチマーク）として、１）早期中退者、２）後期
中等教育修了率、３）読解リテラシーの成績、４）生涯学習への参加率、および５）理数
系卒業者数に関する５つの指標が設定された。さらに2007年５月には、リスボン目標に向
けた進捗状況モニタリングのための16のコア・インディケータが定められた。 
 
【表１ ＥＵの生涯学習の指標とベンチマーク】 
 
16のコア・インディケータ 2010年までの５つのＥＵベンチマーク 
１）就学前教育への参加 
２）特別支援教育 
３）早期の学校中退者 
４）読み方、数学、科学のリテラシー 
５）外国語のスキル 
６）ICT スキル 
７）市民スキル 
８）学び方を学ぶスキル 
９）若年層の後期中等教育修了率 
10）教員・指導員の専門職開発 
11）高等教育卒業者 
12）高等教育における学生の国境を超えた
モビリティ 
13）成人の生涯学習への参加 
14）成人のスキル 
15）人口の教育到達度 
16）教育・訓練への投資 
１）早期学校中退者を10％以下にする 
２）読解リテラシー到達度が低水準の生
徒の比率を20％以上減らす 
３）若年層に占める後期中等教育修了者
を85％以上にする 
４）数学、科学・技術分野の高等教育修
了者を15％以上にするとともに、ジェ
ンダー格差をなくす 
５）成人人口の12.5％が生涯学習に参加
するべきである 
 
 
2008年の報告によれば、ＥＵ加盟27カ国のうち16カ国が2002年の「生涯学習に関する閣
僚会議決議」にしたがった生涯学習振興策を策定している。コア・インディケータとベン
チ・マークの分析からは、スウェーデン、イギリス、デンマークは成人の就学前教育から
成人にいたるまで学習参加率も高く、生涯学習が市民にとって既に現実のものとなってい
ると評されている。図１は、４歳児における幼児教育への参加率、５～29歳の初等・中等・
高等教育就学率ならびに25～64歳の生涯学習参加率の３つの指標の平均値を示している。
横軸でみると2000年、縦軸でみると2005年のデータとなっており、斜線の上に位置する国
では５年間で学習参加率の平均が上がっていることになる。 
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【図１ 「生涯学習の実現」（2000-2005）総合指数】 
 
出典： Commission of the European Communities, 2008, Progress Towards the Lisbon 
Objectives in Education and Training: Indicators and benchmarks 2008 
 
このように各国に対する政策のガイドラインとともに指標と数値目標を定め、統計数値
にもとづく国際比較と先進的実践事例についての情報交換を行い、各国の経験から互いに
学び合うことを、ＥＵでは「裁量的政策調整(Open Method of Cordination 略称ＯＭＣ)」
と呼んでいる。 
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第２節 カナダの総合的学習指数 (Composite Learning Index; CLI) 
 
ＣＬＩは、カナダの連邦および地方（州と市町村）の生涯学習の毎年の成果を測ること
を目的に2006年にカナダ学習協議会(Canadian Council on Learning：生涯学習の推進を
目的に連邦人材・社会発展省により設立された非営利独立法人)が開発したものである。国
と地方の両方のレベルで生涯学習の状況を示す指標としては世界初のもので、生涯学習推
進に力を入れているＥＣ諸国からも注目を集め、前節でみた生涯学習の指標開発の参考と
されているものとみられる。 
消費者物価指数が多数の商品やサービスを組み合わせた「バスケット」によって生活費
の傾向を一目でわかる形で示そうとしているのと同様に、ＣＬＩはカナダ国内の生涯学習
の状況を測るために複数の指標の「バスケット」を用いている。ＣＬＩは地域間のランキ
ングを示すことを目的としているのではなく、各地域においてどのような学習を充実させ
ることによって経済的・社会的福利(well-being)がもたらされるのかを明らかにすること
を目的として作成されている。 
カナダでは、日本と同様に「生涯学習」を生涯にわたり学校、家庭、地域社会に広がる
様々な学習として広くとらえている。ＣＬＩはまた、ユネスコが1996年に発表した『学習：
秘められた宝』（ドロール・レポート）における生涯学習の定義である、「知ることを学ぶ」
「行動することを学ぶ」「共に生きることを学ぶ」「人間として生きることを学ぶ」の４本
柱に依拠して指標を開発している。 
2008年のＣＬＩにおいては、以下の17の指標と25のデータが用いられた。 
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【表２ カナダの総合学習指数（2008年）】 
知ることを学ぶ (Learning to KNOW) 
 15歳児の科学の平均点 
 15歳児の数学の平均点 
 15歳児の読解力の平均点 
 
青少年のリテラシー・スキル
(PISA,2003) 
15歳児の問題解決スキルの平均点 
 高校中退率(LFS,2006) 20～24歳で高校を修了しておらず、学校に通っていな
い者の割合。 
 中等後教育への参加率 
(LFS,2006) 
20～24歳で中等後教育に参加している者の割合。 
 大学卒業率(LFS,2006) 労働力人口(25～64歳)に占める大学卒業者の割合 
 自宅から最も近い初等・中等学校までの平均距離 
 
教育機関までの距離 
(DMTI,2006) 
自宅から最も近い大学・短大までの平均距離 
行動することを学ぶ (Learning to DO) 
 仕事に関する研修への参加 
(SLID,2004) 
労働力人口(24～64歳)のうち、あらゆる形態の仕事に
関する研修に参加している者の割合 
 職場訓練を受けられる可能性 
(WES,2003) 
雇用者のうち、教室もしくは職場においてあらゆる形
態の研修を被雇用者に対して実施している者の割合 
 職業訓練までの距離 
(DMTI,2006) 
自宅から最も近い職業学校、ビジネス・スクール、秘
書養成校までの平均距離 
共に生きることを学ぶ (Learning to LIVE TOGETHER) 
 社交クラブ等の組織への参加
率(SHS,2005) 
社交クラブ、協同組合、政治団体、同窓会等に寄付金
や会費を支払っていると回答した世帯の割合 
 ボランティア活動
(CSGVP,2004) 
グループもしくは団体の一員として無償のボランティ
ア活動に従事している市民の割合 
 寄付行為(SHS,2005) 慈善団体に寄附を行っている世帯の割合 
 自宅から最も近い図書館までの平均距離 
 自宅から最も近いクラブまでの平均距離 
 
地域の社会教育施設等までの
距離(DMTI,2006) 
自宅から最も近い教会までの平均距離 
人間として生きることを学ぶ (Learning to BE) 
 インターネットサービス費を支出している世帯の割合
 
メディアとの接触(SHS,2005) 
書籍その他の印刷物に費用を支出している世帯の割合
 博物館、美術館等の入場料を支出している世帯の割合
 
文化を通した学び(SHS,2005) 
パフォーマンス・アートのライブに料金を支出してい
る世帯の割合 
 スポーツとリクリエーション
を通した学び(SHS,2005) 
リクリエーションとスポーツの施設に料金を支出して
いる世帯の割合 
 ブロードバンドへのアクセス 
(Industry Canada, 2006) 
ワイヤレス、ケーブルならびに（もしくは）DSL ブロー
ドバンドへのアクセスがある世帯の割合 
 文化的資源までの距離 
(DMTI,2006) 自宅から最も近い博物館・美術館までの平均距離 
(資料) 
http://www.ccl-cca.ca/NR/rdonlyres/0E9B38F5-4B8A-4CDF-AD24-4E26131AA573/0/CLI20
08Wheel_EN.pdf 
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また、学習の成果指標としては、経済的アウトカムとして所得と失業率、社会的アウ
トカムとして成人リテラシー、幼児期の発達状況、住民の健康状態、投票率が用いられ
た。 
下の図２は、過去３年間にカナダ全体の CLI スコアが向上していることを示している。 
 
【図２ 2006-2008年のカナダの総合学習指数スコアと各年の推計値】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*EPPY=各年の推計値 (Estimated Points Per Year) 
 
各州・市町村ごとの2008年の CLI スコアは、下記のサイトに公表されている。 
http://www.ccl-cca.ca/cclflash/ica2008cli/map_e.html 
 
（澤野 由紀子） 
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第５章 まとめ 
 
 
 
 
 
 
第５章 まとめ 
 
国の教育振興基本計画は、平成20年７月に閣議決定で初めての教育振興基本計画が策定
されてから、直ちにアクションプラン「教育重点施策2008」が実行に移され、平成21年３
月には、早くも中教審教育振興基本計画部会でその評価が検討され、さらにはアクション
プラン「教育重点施策2009」案の検討が行われるに至っている。また、地方公共団体の教
育振興基本計画策定状況を見ても、急速に従来の計画見直しや新たな計画策定の動きが広
がっている。 
そのような状況の中で、平成20年度の調査研究が進められてきたが、ここで、本調査研
究の目的、調査研究事項に立ち戻って、まとめを行っておきたい。 
２年にわたる本調査研究では、平成19年度に、全般的な動向を分析する中で、特に都道
府県が社会教育計画を策定することの重要性とその評価（指標）の考え方に絞って検討を
行った。都道府県は広域行政の役割と目指す方向を示すことが重要であり、地域ごとの社
会教育の特性・特質をしっかり把握して、戦略的に、積極的に施策を展開する必要性があ
る。しかし、社会教育行政にあっては、最新の行政計画・評価理論や実践の動きを捉えて
いるとは言い難いところもあるので、平成19年度は、基本的な考え方を提示した。 
それを受けて、平成20年度は、多くの都道府県・市区町村で取り組んでいる家庭の教育
力の向上、地域の教育力の再生、放課後子どもプランの推進の施策の評価指標の開発を目
標に掲げ、さらには、社会教育計画体系モデルの開発を行うこととした。 
これらは、平成20年７月の「教育振興基本計画」では、特に重点的に取り組むべき事項
の中に入っており、次のように言われているものである。 
 
第３章 今後５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策 
（４）特に重点的に取り組むべき事項 
◎ 地域全体で子どもたちをはぐくむ仕組みづくり 
○ 家庭教育支援 
子育てに関する学習機会や情報の提供、相談などの家庭教育に関する総
合的な取組を関係機関が連携して行えるよう促す。こうした取組の成果をす
べての市町村に周知し、共有すること等を通じ、広く全国の市町村で、専門
家等が連携しチームを構成して支援するなど、身近な地域におけるきめ細か
な家庭教育支援の取組が実施されるよう促す。 
○ 地域が学校を支援する仕組みづくり 
学校と地域との連携・協力体制を構築し、地域全体で学校を支える「学
校支援地域本部」などの取組を促す。こうした取組の成果をすべての市町村
に周知し、共有すること等を通じ、広く全国の中学校区で、地域が学校を支
援する仕組みづくりが実施されるよう促す。 
○ 放課後等の子どもたちの学習活動や体験活動等の場づくり 
放課後や週末等に子どもたちの安全・安心な活動拠点を設け、学習活動
や体験活動等の場や適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図
る「放課後子どもプラン」などの取組を通じ、広く全国の小学校区で放課後
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等の子どもたちの学習活動や体験活動等の場づくりが実施されるよう促す。 
 
調査研究では、ワーキンググループを作り、家庭の教育力支援から評価指標開発の調査
研究に着手した。しかし、実際に作業を始めてみると、家庭の教育力支援だけでも多くの
課題・問題があり、１年間ではとても地域の教育力の再生、放課後子どもプランの推進の
施策にまでは手が及ばないことがわかり、今回は家庭の教育力支援を事例とする研究開発
を行うこととした。 
その成果を示したのが、第３章第２節「社会教育計画立案と指標設定の手順～家庭の教
育力支援を例に～」である。最終報告書では、具体性のある社会教育計画・評価の研究成
果を提出する必要があると考えていたので、これは、具体的な計画立案と評価指標策定に
役立つように、手順を追う形でまとめてある。第３章第１節「社会教育計画における計画
と評価の体系」は、そのための作業枠組である。 
家庭の教育力支援を例にとっているが、この手法は他の社会教育計画領域でも使える一
般性のあるものである。 
これからの社会教育計画には他行政にも通じる理論が必要なので、第２章では「行政に
おける計画を評価する視点」として、社会教育の世界だけではなく、一般的に通用する「計
画の目的と評価」「計画を評価する視点とその手法」の理論を展開した。また、最近は国際
的動向の影響も強いので、さらに第４章で「生涯学習・社会教育に関する政策の評価の国
際的動向」を論じた。 
教育振興基本計画の推進に伴い、計画と評価の水準は急速に上がると思われるので、社
会教育計画と評価の調査研究も急ぎ進めなければならない。今回は積み重ねができるよう
な調査研究に着手したので、これを機会に、今後とも、さらに社会教育計画・評価の発展
を図るような体系的調査研究を積み重ねていくことが期待される。 
（山本 恒夫） 
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